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Abstract 
     In this study, we estimated the impact of changes in the number of new COVID-19 positive cases per 

100,000 people in the municipality in which the respondent's workplace or home is located on individual 

(company employees) labor and health outcomes, type of work done through telework, and time use through 

changes in the number of teleworking days utilizing a 2SLS estimation and a questionnaire survey of 

company employees affiliated with companies and organizations in Kyushu and Shikoku, conducted during 

the survey period from January to April 2022. For the 2SLS, we distinguished between the COVID-19 

expansion period (November 2019 to August 2021) and the COVID-19 contraction period (August to 

December 2021). The results of the instrumental variables method estimation indicate that while telework 

implementation does not affect work efficiency, it decreases overtime and commuting time, as well as daily 

physical activity, but increases life satisfaction. The increase in life satisfaction was supported by the fact that 

teleworking increased time spent on hobbies/entertainment, sleep, and childcare. It was also found that the 

increase in the number of telework days associated with the increase in the number of new positive COVID-

19 cases increases the number of accounting and accounting tasks, and communication and coordination 

within the company and with business partners. 
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コロナ禍のテレワーク実施が労働者に及ぼした影響¶ 

−四国・九州地⽅の労働者サーベイを⽤いた分析− 
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要旨 

 本研究では、2022 年 1〜4 ⽉を調査期間に実施した九州と四国の企業・団体に所属している個

⼈（会社員）のアンケート調査を活⽤し、操作変数法に基づき、回答者の職場や⾃宅の所在地が

ある市区町村の 10 万⼈あたりのコロナ新規陽性者数の変化が、テレワークの実施⽇数の変化を通

じて個⼈（会社員）の労働・健康アウトカム、テレワークで⾏った業務内容、時間利⽤に与える

影響を推定した。分析に当たっては、コロナ感染拡⼤期（2019 年 11 ⽉から 2021 年 8 ⽉）とコロ

ナ感染縮⼩期（2021 年 8 ⽉から 12 ⽉）を区別した。操作変数法の推定結果から、テレワークの実

施は、業務効率には影響しない⼀⽅で、時間外労働や通勤時間を減少させるとともに、⽇々の運

動も減少させるが、⽣活満⾜度を⾼めることがわかった。⽣活満⾜度の⾼まりは、テレワークの

実施が趣味・娯楽、睡眠、育児の時間を増加させていることからも裏付けられた。また、コロナ

陽性者数の増加によるテレワークでは、主に経理・会計業務、社内や取引先との連絡調整などの

業務が⾏われることが明らかとなった。 

 

キーワード： 操作変数法、コロナ禍、テレワーク、労働者、四国・九州 
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1. はじめに 

2020 年 3 ⽉、世界保健機関（WHO）は新型コロナウイルスのパンデミックを宣⾔した。これ

によって、国内外の移動制限がかかることになった。国内外を移動できないということは、⾮⽇

常の楽しみである観光に制限がかかることはもとより、⽇常的な通勤・通学にも制限がかかると

いうことである。通勤・通学が制限される中、経済活動や教育活動を持続していくために、多く

の仕事や教育の現場では、Microsoft Teams、Webex、Zoom といったオンライン会議ツールを急速

に導⼊した。これによって、テレワーク（以下、TW）や在宅勤務という⾔葉が、ある種のニュー

ノーマルとして新しい⽣活様式の⼀部になっていく。 

2020 年 5 ⽉の緊急事態宣⾔を契機に、多くの職場では、Wi-Fi など⾼速インターネット回線の

強化や先述のオンライン会議ツールの導⼊といった IT対応によって TW の基盤は構築された。し

かし就業規則など規則がある種の⾜枷になること、そもそも TW ができない（あるいは、TW に

向かない）業務があることも明らかになっていった。前者への対応は規則改正などでできるとし

ても、後者への対応は容易ではない。それでも、コロナ禍を経て、多くの企業・団体は、TW を全

⾯的に廃⽌（禁⽌）とすることはなく、“上⼿く”使うことを推奨している。企業・団体の中には、

職場をフリーアドレスにして、賃貸オフィスの⾯積を減らしたところも少なくなく、通勤に縛ら

れない仕事の進め⽅も定着してきている。このような新しい働き⽅、あるいは、働き⽅のバラエ

ティの拡⼤は、ワークライフバランスの改善につながり、2019 年以降、我が国で進められている

「働き⽅改⾰」にも符合したものといえる。 

新型コロナウイルスの「5類感染症」移⾏は、職場での face to face communication の追求による

ものか、惰性によるものか定かでないが、コロナ禍以前の“⽇常⽣活”に戻る作⽤を強めている。

しかし、⾼病原性⿃インフルエンザはじめ次の感染症（パンデミック）が想定できる以上、コロ

ナ禍を振り返り、コロナ禍の労働者が TW と通勤をどのような状況で選択したのか、その要因を

分析することは重要である。さらには、その選択が家庭での時間や家族との時間の使い⽅、⾝体

活動量の変化をはじめとする種々のアウトカムにどのような効果をもたらしていたのか、その効

果を分析することも重要である。 

これらのことを踏まえて、本研究では、2022 年 1〜4 ⽉に実施した九州と四国の企業・団体に

所属している個⼈（会社員）のアンケート調査を活⽤し、操作変数法を⽤いて、回答者の職場や

⾃宅の所在地がある市区町村の 10 万⼈あたりのコロナ新規陽性者数の変化が、テレワークの実施

⽇数の変化を通じて個⼈（会社員）の労働・健康アウトカム、テレワークで⾏った業務内容、   

時間利⽤に与える影響を推定する。 

本稿は 7 つの節から構成される。2 節では関連する先⾏研究、3 節では全国、および九州・四国

地⽅の新型コロナ感染拡⼤状況を説明する。４節ではデータを、5 節では推定⽅法を説明する。 

6 節では実証分析の結果を⽰し、最後に 7 節でまとめを⾏う。 
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2. 先⾏研究 

TW（在宅勤務）と個⼈の⾏動様式の関係は、いくつかの先⾏研究でも確認できる。Abreu and 

Melo（2017）、Melo and Abreu（2017）は、2005〜12 年が調査期間の英国の National Travel Survey

を活⽤して、TW と交通⾏動（通勤⾏動）の関係を分析している。分析結果から、TW 実施者は通

勤距離が⻑い傾向にあるが、実施回数を増加させる傾向はないことを⽰している。Elldér（2020）

は、2011〜16 年が調査期間の Swedish National Survey を活⽤して、TW と交通⾏動（通勤⾏動）の

関係を分析している。分析結果から、TW は通勤回数やトリプ数を減少させるとともに、混雑の緩

和に寄与していることを⽰している。安達・⽔⾕・平⽥・藤井（2023）は、2021 年 2〜3 ⽉の Web

調査に基づく計量分析から、TW による出勤率の低下が鉄道の通勤需要の減少と連動しているこ

と、通勤時間が⻑くなるほど TW の選択確率が上がることなどを⽰している。 

TW（在宅勤務）と個⼈の⽣産性の関係は、いくつかの先⾏研究でも確認できる。Kazekami（2020）

は、2017〜18 年が調査期間のリクルートワークス研究所のアンケート調査を活⽤して、TW の実

施時間と労働⽣産性の関係を分析している。分析結果から、TW は労働⽣産性を⾼めるが、実施時

間が⻑くなると、逆効果になることを⽰している。森川（2021a、2021b）は、2021 年 7 ⽉が調査

時期の Web 調査を活⽤して、TW（在宅勤務）と職場の⽣産性の関係を分析している。分析結果か

ら、在宅勤務の平均的な⽣産性は職場の⽣産性に⽐べて 20％程度低いこと、在宅勤務で節約した

通勤時間を労働時間へ充当しても在宅勤務の⽣産性は⾼くならないことを⽰している。 

このような TW と交通⾏動（通勤⾏動）の関係、あるいは、TW と個⼈の⽣産性の関係の研究

以外では、TW と労働環境に焦点を当てたものもある。例えば、髙橋・加藤編著（2022）の第 1章

では、2020 年 11 ⽉の Web 調査に基づく計量分析から、管理職、リモートワーク頻度、コミュニ

ケーション頻度、ジョブクラフティングが⽣産性の向上に寄与していることを⽰している。なお、

ジョブクラフティングとは、労働者が創意⼯夫によって⾃分で仕事を創出していくことを意味し

ており、9項⽬の質問をもとに、これらを計測している。さらに、髙橋・加藤編著（2022）の第 3

章では、2020 年 10 ⽉の Web 調査に基づく計量分析から、成果評価ではないプロセス評価、出社

⽇数の減少、コミュニケーションの維持、電話対応の減少、組織内の⽔平⽅向の調整が⽣産性の

向上に寄与していることを⽰している。TW と⽣産性の関係以外でも、髙橋・加藤編著（2022）は、

以下のような複数の切り⼝で計量分析を⾏っている。第 2章では、仕事の要求度、年齢、6歳以下

の末⼦の存在、楽観性、職務⾃⽴性などを説明変数として、リモートワークのストレスの規定要

因が分析されている。第 4 章では、上司への信頼、上司マネジメントの短期化・具体化、同僚へ

の信頼、チーム連携の活発化を説明変数として、創造的活動（創造的プロセス）の規定要因が分

析されている。第 7 章では、⽴地、業種、企業の能⼒、職務特性、個⼈属性を説明変数として、

リモートワーク・シフトとその揺り戻しの規定要因が分析されている。 

また、TW はワークライフバランスにも影響する。例えば、Inoue, Ishihata, and Yamagichi（2023)
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は 2019 年 12 ⽉の業務に占める TW可能な業務割合を操作変数に⽤いて、2020 年 12 ⽉時点で在

宅勤務が週 1 日増えると、子どもを持つ既婚男性の家事・育児時間が 6.2%、家族と過ごす時間が 

5.6％増加し、仕事よりも生活を重視するように意識が変化したと回答する割合が 11.6%上昇する

こと明らかにした。 

このように、労働者サイドの TW の選択に関して、通勤、⽣産性、労働環境の視点から分析が

なされている。⼀⽅で、労働者の TW か出勤かの選択に関して、地域別・時期別の新型コロナウ

イルスの感染状況がどのように影響したのかを分析したものは少なく、また、地⽅都市に焦点を

当てた研究も⼗分に蓄積されていない。 

 

3. 九州・四国地⽅のコロナ感染状況 

 新型コロナウイルスの感染拡⼤が深刻化した 2020 年以降、⽇本では新型コロナの感染拡⼤状

況に時期的、地域的なばらつきがあった。表 1 では、2020年以降の全国および九州（沖縄県を除

く）・四国地⽅の 11県の緊急事態宣⾔およびまん延防⽌等特別措置（以下、まん防）の発令状況

を⽰している。表 1 より全国的には 2020年から 2021 年にかけて、計 4回の緊急事態宣⾔と 1 回

のまん防が発令されたことがわかる。地域的に⾒ると、緊急事態宣⾔は福岡県・沖縄県を除く全

ての九州・四国地⽅の県で、感染拡⼤の第⼀波の 2020/4/16‒5/14 の１度のみの発令であった⼀

⽅で、福岡県では計 4回発令されていた。2021 年以降に発令されたまん防については、地域間で

発令の回数や時期にさらに違いがあった。期間別にみると 2021 年 4‒5⽉、5‒6⽉、6‒7⽉が 1県

ずつ、8‒9⽉は 10 県がまん防を発令していた（福岡県は 8/20以降、緊急事態宣⾔に移⾏）。 

（表 1） 

緊急事態宣⾔、まん防の発令状況は新型コロナウイルスの感染状況と対応している。図 1、図

2ではそれぞれ全国、および九州（沖縄県を除く）・四国地⽅の 2020−21 年の⽉あたりの 10万⼈

あたり新規陽性者数の推移を⽰している。 

（図 1・図 2） 

図 1・図 2ともに、新型コロナの感染状況には拡⼤・縮⼩の波があるものの、2020年 3⽉頃か

ら 2021 年 7⽉頃まで全国および九州・四国地⽅の 11県でともに増加傾向にあったことを⽰して

いる。2021 年 8⽉には新規陽性者数が他の⽉の平均と⽐べて約 9‒19 倍と⾼い値になっていた（付

録表 1 を参照のこと）が、ピークアウトした 2021 年 9 ⽉頃より新規陽性者数は⼤幅に減少し、

全国的に⼀時的な感染縮⼩期に⼊った。 
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4. データ 

4.1. データの概要 

本研究では、TW の実施が労働者に及ぼす影響を推定するため、アンケート調査と新型コロナ

新規陽性者数および⼈⼝に関する⾏政データを使⽤する。 

アンケート調査は、2022 年 1〜4 ⽉を調査時期に実施した。具体的には、1〜3 ⽉に九州経済連

合会の会員企業・団体 1、100 社、2〜4 ⽉に四国経済連合会の会員企業 338 社を対象に（企業・団

体向けの）調査票を郵送し、調査票に記載した個⼈向けの QR コードから Web 調査フォームに⼊

って回答という⽅法で実施した。本研究では、個⼈向けの回答をもとに分析を進めていくが、最

終的に九州で 337 ⼈分、四国で 63 ⼈分、合計 400名の回答を得ることができた。 

このうち、操作変数を作成する際に必要となる職場および⾃宅の郵便番号の情報が得られなか

った回答者、コロナ新規陽性者数の情報が区単位で得られなかった市（⼤阪府⼤阪市、⼤阪府堺

市、千葉県千葉市）に職場/⾃宅の郵便番号が存在する回答者、市区町村単位のコロナ陽性者数の

情報が得られなかった兵庫県に職場/⾃宅が所在する回答者、2021 年 8 ⽉の新型コロナウイルス 

蔓延の傾向が他の府県と⼤きく異なる東京都・沖縄県に所在する回答者を除く 373 名が本研究の

最⼤サンプル数となる。 

⾏政データのうち、市区町村別の新規陽性者数については、オープンデータ、webサイト、県

の担当者からの提供の３つの⽅法を⽤いてデータを取得した2。さらに、市区町村間で⼈⼝規模が

異なることを考慮するため、ここでは 2021 年の総務省住⺠基本台帳より市区町村単位の⼈⼝デー

タを取得した。 

  

4.2. 分析に使⽤する変数の説明 

ここでは表 2 に基づいて、分析に使⽤する変数の説明を⾏う。 

（表 2） 

まず、回答者の TW の実施状況を反映した変数として、コロナ発⽣前（2019 年 11 ⽉）、および

コロナ発⽣後（2021 年 8 ⽉、2021 年 12 ⽉）の週あたりの TW 実施⽇数を作成する。このうち、

コロナ発⽣前の TW 実施⽇数は外⽣変数として使⽤し、コロナ発⽣後の TW 実施⽇数はコロナ新

規陽性者数の増減によって変化する内⽣変数として使⽤する。 

次に、先に定義した内⽣変数に影響する操作変数として、回答者の職場/⾃宅の郵便番号所在地

 
2コロナ新規陽性者数がすでにオープンデータ化されている 6府県（福岡県・長崎県・熊本県・岡山県・山口県・
大阪府）は web上よりデータを取得した。オープンデータ化されていない府県のうち、8県（佐賀県・大分県・宮
崎県・香川県・徳島県・愛媛県・高知県・千葉県）については県の担当課よりデータを提供いただいた。鹿児島県

は HTML形式での公表のみであったため、webスクレイピングによりデータを取得した。愛知県は PDFのみの公
表であったため、テキストデータに変換してデータを取得した。 
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の市区町村の 10 万⼈あたりの新型コロナ新規陽性者数の合計を分析に⽤いた。陽性者数を合計す

る期間は、内⽣変数の時点から起算して 4ヶ⽉以内とした（2021 年 8 ⽉：2021 年 5–8 ⽉、2021 年

12 ⽉：2021 年 9–12 ⽉）。その上で、計算される 4ヶ⽉間の陽性者数の合計と 2021 年の市区町村

⼈⼝を⽤いて各期間の 10 万⼈あたりの新型コロナ新規陽性者数を算出した。 

アウトカム変数は時点（2021 年 8 ⽉・12 ⽉、2022 年 1–4 ⽉）によって 3種類ある。このうち、

2021 年 8 ⽉と 12 ⽉のアウトカム変数については、回顧質問の対象時点が異なるのみで質問内容

は同⼀である。2021 年 8 ⽉・12 ⽉で使⽤する質問項⽬は、時間外労働、業務効率、⽣活の満⾜度、

通勤時間、⽇々の徒歩（運動を除く）、⽇々の運動の 6種類である。これらの質問項⽬は、すべて

コロナ前の 2019 年 11 ⽉から 2021 年 8 ⽉・12 ⽉の変化を 5段階で尋ねているため、「とても増加

した」が 5、「とても減少した」が 1 となるような順序尺度を作成し、アウトカム変数とした。2022

年 1–4 ⽉のアウトカム変数は、TW で実施した業務（⽂書作成、情報収集、データ処理、経理・会

計業務、企画・開発、設計、オンライン会議、社内のメールや電話での連絡調整、取引先とのメー

ルや電話での連絡調整、社内の研修・指導、社外の研修・指導の 11項⽬）、および TW の実施に

よって通勤がなく浮いた時間でやったこと（趣味・娯楽、睡眠、スキルアップ、家事、家族との時

間、買い物、仕事（追加的な業務）、育児、介護、ボランティアの 10項⽬）の 2種類である。こ

れらの質問項⽬は複数回答可で、当てはまる場合のみチェックを⼊れる⽅式のため、各項⽬につ

いて当てはまる場合 1 をとるダミー変数を作成した。 

その他の外⽣変数については、回答者の年齢、⼥性の場合 1 をとる⼥性ダミー、ドア・ツー・

ドア（D2D）の往復通勤時間、⾃宅・職場の郵便番号所在地の市区町村の 2021 年の⼈⼝の 5つを

分析に使⽤する。 

 

4.3. 記述統計 
表 3 では、3.2節で説明した各変数の記述統計を⽰す。 

（表 3） 

記述統計より、TW 実施⽇数は 2019 年 11 ⽉時点では週あたり 0.19 ⽇であった⼀⽅で、コロナ

発⽣以降は 2021 年 8 ⽉で週あたり 1.33 ⽇と約７倍、2021 年 12 ⽉で週あたり 0.79 ⽇と約 4倍に

増加したことが分かる。参考として、回答者が１週間のうち 1 度でも TW を利⽤した場合１をと

るダミー変数を作成したところ、2019 年 11 ⽉、2021 年 8 ⽉、2021 年 12 ⽉の TW 実施者の割合

は 12%、67%、42%であった。また、2021 年 5–8 ⽉、2021 年 9–12 ⽉ともに、⾃宅所在地の市区町

村より職場所在地の市区町村の⽅が市区町村別の 10 万⼈あたり新型コロナ新規陽性者数の平均・

標準偏差がともに⾼く、期間別では 2021 年 5–8 ⽉の⽅が 4.5–4.7倍ほど陽性者数が多いことが確

認できる。2021 年 8 ⽉・12 ⽉のアウトカム変数（時間外労働、業務効率、⽣活の満⾜度、通勤時
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間、⽇々の徒歩、⽇々の運動）を⾒ると、多くの変数で平均が 3 を下回っていることがわかる。

変数としては 3 が変化なしのため、多くのアウトカム変数がコロナ前の 2021 年 11 ⽉と⽐較して

低下していることがわかる。2022 年 1–4 ⽉のアウトカム変数のうち、TW で実施した業務を確認

すると、⽂書作成（64%）、情報収集（50%）、データ処理（43%）、オンライン会議（48%）、社内

のメールや電話での連絡調整（52%）、取引先とのメールや電話での連絡調整（39%）は割合が⾼

い⼀⽅で、経理・会計業務（9%）、企画・開発（20%）、設計（5%）、社内の研修・指導（16%）、

社外の研修・指導（9%）は割合が低かった。TW の実施によって通勤がなく浮いた時間でやった

ことについては、趣味・娯楽（21%）、睡眠（32%）、家事（34%）、家族との時間（25%）の割合が

⾼い⼀⽅で、スキルアップ（8%）、買い物（11%）、仕事（追加的な業務、11%）、育児（8%）、介

護（0.3%）、ボランティア（1%）の割合は低かった。特に、介護とボランティアについては該当者

が 377 ⼈中 1 ⼈、3 ⼈のみのため、分析では使⽤しないものとする。最後に、その他の外⽣変数の

記述統計を確認する。年齢については、平均が約 42歳で最⼤値が 76歳、最⼩値が 21歳である。

回答者のうち、⼥性の割合は 27%であった。D2D の往復通勤時間は平均が約 35 分、最⼤値が 150

分、最⼩値が 1 分であった。2021 年の職場所在地の市区町村の⼈⼝は平均が約 22 万⼈、最⼤値

が 60 万⼈、最⼩値が 1.3 万⼈であった。2021 年の⾃宅所在地の市区町村の⼈⼝は平均が約 21 万

⼈、最⼤値が 60 万⼈、最⼩値が 9653 ⼈であった。 

さらに、回答者の職場・⾃宅の所在地の分布、および各市区町村の 2021 年 5–8 ⽉、9–12 ⽉のコ

ロナ新規陽性者数を確認するため、市区町村別の職場・⾃宅の郵便番号が含まれる回数、10 万⼈

あたりのコロナ新規陽性者数、2021 年の⼈⼝を表 4 に⽰した。 

（表 4） 

表 4 より、回答者の職場・⾃宅の所在地、およびコロナ新規陽性者数は⼈⼝規模と⽐例してい

るわけではないことが確認できる。この点を確認するために、市区町村別に図 3 では横軸に⾃宅、

横軸に職場の郵便番号が含まれる回数、図 4 では横軸に 2021 年 5–8 ⽉、縦軸に 2021 年 9–12 ⽉の

新型コロナ新規陽性者数をそれぞれプロットした上で、⼈⼝規模別にプロットのサイズが⼤きく

なるようなバブルチャートを作成した。 

（図 3・図 4） 

 図 3・図 4 より、⼈⼝規模と職場・⾃宅の所在地、および新型コロナ新規陽性者数の間に明確

な関係は確認できなかった。さらに、図 3 では各市区町村の郵便番号が含まれる回数を職場・⾃

宅別に⽐較すると、⼈⼝規模が約 20 万⼈以上の市区町村では、45 度線より下側に位置する市区

町村の⽅が多く、職場ではなく⾃宅として回答されたことが多いことがわかる。他⽅、佐賀市、
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福岡市中央区、福岡市博多区などは⾃宅ではなく職場として回答されることが多かった。図 4 で

は、ほとんどの市区町村で 2021 年 5–8 ⽉から 9–12 ⽉にかけて新型コロナの陽性者数が減少した

ことが確認できる。 

 

5. 推定⽅法 

コロナ禍での TW 実施が労働者の労働⽣産性や健康状態、時間利⽤などのアウトカムに与える

因果効果を推定する際、各アウトカムを TW 変数に回帰した単純な OLS 推定を⾏うと、推定値に

バイアスが⽣じる可能性がある。考えられるバイアスには脱落変数バイアス（omitted variable bias）、

セレクションバイアス、減衰バイアス（attenuation bias）の３種類がある。脱落変数バイアスは、

各アウトカム変数に影響する観察不可能な変数が TW 実施と相関する場合に TW 実施変数の係数

がバイアスを持つことである。セレクションバイアスは、TW 実施の因果効果が⼤きい労働者ほ

ど TW を実施するため、特にクロスセクション・データでは TW 実施の係数が⼤きく推定される

ことである。減衰バイアスは、OLS 推定を⾏った際に推定量が０⽅向にバイアスを持つことであ

る。このような内⽣性に対処するため、既存研究では職業や企業規模、居住地域、個⼈属性など

を⽤いて予測した TW 確率を操作変数とした IV 推定を⾏うことが⼀般的である（Hara and 

Kawaguchi 2022, Motegi and Kawaguchi 2021 など）。 

しかしながら、TW 実施の意思決定は、新型コロナウイルス以前の労働者や企業の特性だけで

はなく、新型コロナウイルスの感染状況にも影響されていた可能性がある。実際、⽇本では、2020

年 3 ⽉ 28 ⽇決定の新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処⽅針の中で、政府・特定都道府県

が事業者に対して新型コロナウイルス感染症の蔓延防⽌のため、TW（在宅勤務）の活⽤や休暇取

得の促進によって出勤者数の７割削減を⽬指すよう働きかけを⾏うことが明記されるなど、TW は

感染拡⼤を防ぐための⼿段として考えられていた。3 

このように、新型コロナウイルスの感染状況と TW 実施の意思決定の間には因果関係があると

考えられるにも関わらず、感染拡⼤に起因する TW 実施が労働者のアウトカムに与えた影響を分

析した研究は⼗分に蓄積されていない。そのため、本研究では、内⽣変数を TW 実施⽇数、操作

変数を市区町村別の 10 万⼈あたり新型コロナウイルス新規陽性者数とした 2SLS 推定を⾏うこと

で、外⽣的なコロナ新規陽性者数の増減が TW 実施を通じて労働者のアウトカムに与える因果効

果を推定する。その上で、各アウトカム変数を TW 実施⽇数に回帰した OLS 推定の係数と 2SLS

推定の係数を⽐較することでバイアスの⽅向を検討する。操作変数については、TW 実施が業務

 
3 例えば、東京商工リサーチの調査によると、2020 年度の緊急事態宣言下（4/23–5/12）および解除直後（5/28–

6/9）では 50%以上の企業で在宅勤務・リモートワークが実施されていた一方で、解除後の 6/29–7/8には 31%ま

で TW実施割合が低下した。その後、在宅勤務・リモートワーク率は同年 11/9–11/16の調査までは 30%前半で推

移していたが、翌 2021年 3/1–3/8の調査では 38%まで上昇していた（総務省 令和 3年情報通信白書）。 
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中の感染拡⼤を防ぐという⽬的を鑑みて、メインの推定では回答者の職場の市区町村の 10 万⼈あ

たり新型コロナウイルス新規陽性者数を操作変数として分析を⾏う。さらに、頑健性テストとし

て回答者の⾃宅の市区町村の 10 万⼈あたり新型コロナウイルス新規陽性者数を操作変数とした

分析結果も付録に掲載する。 

ここでは、使⽤するデータが 2022 年 1–4 ⽉に実施したクロスセクションの回顧調査であるこ

とから、質問項⽬によってアウトカム変数（労働・健康アウトカム、TW で⾏った業務、TW の実

施によって通勤がなく浮いた時間でやったこと）を３時点（2021 年 8 ⽉、2021 年 12 ⽉、2022 年

1–4 ⽉）に分けて TW 実施の因果効果を推定する。 

 

5.1. 2021 年 8 ⽉の労働・健康アウトカムの分析 

2021 年 8 ⽉時点の回答者𝑖のアウトカム	𝑌!"	として使⽤する変数は、新型コロナ発⽣前の 2019

年 11 ⽉から 2021 年 8 ⽉にかけての労働・健康アウトカムの変化である。具体的には、時間外労

働時間、業務効率、⽣活の満⾜度、通勤時間、⽇々の徒歩（主体的な運動を除く）、⽇々の運動量

の６変数の変化を４段階で評価した変数をアウトカムとして分析に使⽤する。内⽣変数

	𝑡𝑒𝑙𝑒𝑤𝑜𝑟𝑘!"	は、回答者𝑖の 2021 年 8 ⽉の週あたりの平均 TW 実施⽇数である。操作変数

	𝑝𝑜𝑠𝑖_𝑀𝑎𝑟_𝐴𝑢𝑔!は、回答者𝑖の職場が所在する市区町村の 2021 年 3 ⽉から 8 ⽉までの４ヶ⽉間の

新規陽性者数の合計である。外⽣変数	𝑊!には、回答者𝑖の 2019 年 11 ⽉の TW 実施⽇数、性別（⼥

性ダミー）および年齢、回答時点の⾃宅から職場までの D2D の往復通勤時間、2021 年の⾃宅およ

び職場が所在する市区町村の⼈⼝が含まれる。 

2019 年 11 ⽉から 2021 年 8 ⽉にかけての分析では、アウトカム変数𝑌!"・操作変数𝑝𝑜𝑠𝑖_𝑀𝑎𝑟_𝐴𝑢𝑔!

はともに 2019 年 11 ⽉から 2021 年 8 ⽉の差分であり、かつ内⽣変数である 2021 年 8 ⽉の TW 実

施⽇数𝑡𝑒𝑙𝑒𝑤𝑜𝑟𝑘!"に対しても 2019 年 11 ⽉の TW 実施⽇数が外⽣変数𝑊!に含まれる。そのため、

ここでは１段階⽬・２段階⽬ともに 2019 年 11 ⽉から 2021 年 8 ⽉の差分を⽤いた付加価値モデル

に基づいた 2SLS 推定を⾏う。2SLS の１段階⽬の回帰式は以下のとおりである。 

 

𝑡𝑒𝑙𝑒𝑤𝑜𝑟𝑘!" = 𝛼#
",%&'& + 𝛼(

",%&'&	𝑝𝑜𝑠𝑖_𝑀𝑎𝑟_𝐴𝑢𝑔! + 𝛼%
",%&'&𝑊! 	+ 𝜀!

",%&'& (1) 

 

ただし、ここでは内⽣変数と操作変数の間に以下のような関連性があることを仮定する。 

 

𝐶𝑜𝑣=𝑡𝑒𝑙𝑒𝑤𝑜𝑟𝑘!", 𝑝𝑜𝑠𝑖_𝑀𝑎𝑟_𝐴𝑢𝑔!? ≠ 0 (2) 

 

ここでは、操作変数は１つのため、(1)式の係数𝛼("が０になるという帰無仮説の F 統計量が 10

を超えているか否かで仮定の確認を⾏う。次に、2SLS の２段階⽬の回帰式は以下のようになる。 
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𝑌!" = 𝛽#
",%&'& + 𝛽(

",%&'&𝑡𝑒𝑙𝑒𝑤𝑜𝑟𝑘)"D +𝛽%
",%&'&𝑊! 	+ 𝜂!

",%&'& (3) 

 

𝑡𝑒𝑙𝑒𝑤𝑜𝑟𝑘)"D は 2SLS の１段階⽬の(1)式より得られる回答者𝑖の𝑡𝑒𝑙𝑒𝑤𝑜𝑟𝑘!"の予測値を意味する。

𝑝𝑜𝑠𝑖_𝑀𝑎𝑟_𝐴𝑢𝑔!が操作変数となるためには、関連性に加えて以下の外⽣性の仮定が必要となる。 

 

𝐸=𝜂!
",%&'&, 𝑝𝑜𝑠𝑖_𝑀𝑎𝑟_𝐴𝑢𝑔!? = 0 (4) 

 

(4)式の仮定は、新型コロナウイルスの新規陽性者数の変動が個⼈𝑖にとってランダムであるこ

と仮定することを意味する。さらに、(𝑌!",𝑊! , 𝑡𝑒𝑙𝑒𝑤𝑜𝑟𝑘!", 𝑝𝑜𝑠𝑖_𝑀𝑎𝑟_𝐴𝑢𝑔!)は独⽴同⼀分布に従い、

(𝑊! , 𝑡𝑒𝑙𝑒𝑤𝑜𝑟𝑘!", 𝑝𝑜𝑠𝑖_𝑀𝑎𝑟_𝐴𝑢𝑔!)は４次までのモーメントを持つとする。ここでは、2SLS 推定の結

果と OLS 推定の結果を⽐較するため、以下の式も同時に推定する。 

 

𝑌!" = 𝛽#
",*'& + 𝛽(

",*'&𝑡𝑒𝑙𝑒𝑤𝑜𝑟𝑘)"D +𝛽%
",*'&𝑊! 	+ 𝜂!

",*'& (5) 

 

ここでは、(3)式の𝛽(
",%&'&と(5)式の𝛽(

",*'&の係数の⼤きさと有意⽔準を⽐較することで、OLS の

バイアスの⽅向や⼤きさを議論する。 

 

5.2. 2021 年 12 ⽉の労働・健康アウトカムの分析 

表２の記述統計より、2021 年 5–8 ⽉の感染拡⼤期から 2021 年 9–12 ⽉の感染縮⼩期では、すべ

ての回答者の職場・⾃宅所在地が含まれる市区町村において 10 万⼈あたりの新規陽性者数が減少

したことが確認できる。しかしながら、回答者のうち 24名は感染拡⼤期の 2021 年 8 ⽉時点と⽐

較して、感染縮⼩期の 2021 年 12 ⽉の⽅が TW ⽇数が多くなっている。これらの回答者について

は、例えば、本⼈の部署異動や上司・部下の移動などコロナの感染拡⼤以外の理由で TW ⽇数を

増加させた可能性がある。 

このような TW の実施しやすさの上昇は、コロナ新規陽性者数の減少が TW ⽇数の減少に及ぼ

す影響を相殺するため、⽋落変数バイアスによって 2SLS 推定の結果が過⼩推定となる。しかしな

がら、TW 実施の容易さについての情報はサーベイに含まれていない。  そのため、ここでは

12 ⽉以降のアウトカム変数を⽤いた分析では、2021 年 8 ⽉時点と⽐較して 2021 年 12 ⽉の⽅が

TW ⽇数が多い回答者を分析から外すことで⽋落変数バイアスに対処する。 

 

5.2.1. コロナ前後（2019 年 11 ⽉から 2021 年 12 ⽉）の労働・健康アウトカムの変化 

2021 年 12 ⽉時点の回答者𝑖のアウトカム	𝑌!+	として使⽤する変数は、新型コロナ発⽣前の 2019

年 11 ⽉から 2021 年 12 ⽉にかけての労働・健康アウトカムの変化である。アウトカム変数の種類
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は 5.1.節と同様である。内⽣変数	𝑡𝑒𝑙𝑒𝑤𝑜𝑟𝑘!+	は、回答者𝑖の 2021 年 12 ⽉の週あたりの平均 TW 実

施⽇数である。操作変数	𝑝𝑜𝑠𝑖_𝑆𝑒𝑝_𝐷𝑒𝑐!は、回答者𝑖の職場が所在する市区町村の 2021 年 9 ⽉から

12 ⽉までの４ヶ⽉間の新規陽性者数の合計である。外⽣変数𝑊!には、回答者𝑖の 2019 年 11 ⽉の

TW 実施⽇数、性別（⼥性ダミー）および年齢、⾃宅から職場までの D2D の通勤時間が含まれる。 

2019 年 11 ⽉から 2021 年 12 ⽉にかけての分析では、アウトカム変数𝑌!+・操作変数𝑝𝑜𝑠𝑖_𝑆𝑒𝑝_𝐷𝑒𝑐!

はともに 2019 年 11 ⽉から 2021 年 12 ⽉の差分であり、かつ内⽣変数である 2021 年 12 ⽉の TW

実施⽇数𝑡𝑒𝑙𝑒𝑤𝑜𝑟𝑘!+に対しても 2019 年 11 ⽉の TW 実施⽇数が外⽣変数𝑊!に含まれる。そのため、

ここでも 4.1.1節と同様に１段階⽬・２段階⽬ともに 2019 年 11 ⽉から 2021 年 12 ⽉の差分を⽤い

た付加価値モデルに基づいた 2SLS 推定を⾏う。2SLS の１段階⽬の回帰式は以下のとおりである。 

 

𝑡𝑒𝑙𝑒𝑤𝑜𝑟𝑘!+ = 𝛼#
+,%&'& + 𝛼(

+,%&'&𝑝𝑜𝑠𝑖_𝑆𝑒𝑝_𝐷𝑒𝑐! + 𝛼%
+,%&'&𝑊! 	+ 𝜀!

+,%&'& (6) 

 

ただし、ここでは内⽣変数と操作変数の間に以下のような関連性があることを仮定する。 

 

𝐶𝑜𝑣=𝑡𝑒𝑙𝑒𝑤𝑜𝑟𝑘!+ , 𝑝𝑜𝑠𝑖_𝑆𝑒𝑝_𝐷𝑒𝑐!? ≠ 0 (7) 

 

ここでは、操作変数は１つのため、(1)式の係数𝛼(+が０になるという帰無仮説の F統計量が 10

を超えているか否かで仮定の確認を⾏う。次に、2SLS の２段階⽬の回帰式は以下のようになる。 

 

𝑌!+ = 𝛽#
+,%&'& + 𝛽(

+,%&'&𝑡𝑒𝑙𝑒𝑤𝑜𝑟𝑘)+D +𝛽%
+,%&'&𝑊! 	+ 𝜂!

+,%&'& (8) 

 

𝑡𝑒𝑙𝑒𝑤𝑜𝑟𝑘)+D は 2SLS の１段階⽬の(6)式より得られる回答者𝑖の𝑡𝑒𝑙𝑒𝑤𝑜𝑟𝑘!+の予測値を意味する。

𝑝𝑜𝑠𝑖_𝑆𝑒𝑝_𝐷𝑒𝑐!が操作変数となるためには、以下の外⽣性の仮定が必要となる。 

 

𝐸=𝜂!
+,%&'&, 𝑝𝑜𝑠𝑖_𝑆𝑒𝑝_𝐷𝑒𝑐!? = 0 (9) 

 

(9)式の仮定についても、(4)式と同様に新型コロナウイルスの新規陽性者数の変動が個⼈𝑖に と

ってランダムであること仮定することを意味する。さらに、(𝑌!+ ,𝑊! , 𝑡𝑒𝑙𝑒𝑤𝑜𝑟𝑘!+ , 𝑝𝑜𝑠𝑖_𝑆𝑒𝑝_𝐷𝑒𝑐!)は

独⽴同⼀分布に従い、(𝑊! , 𝑡𝑒𝑙𝑒𝑤𝑜𝑟𝑘!+ , 𝑝𝑜𝑠𝑖_𝑆𝑒𝑝_𝐷𝑒𝑐!)は４次までのモーメントを持つとする。ここ

では、2SLS 推定の結果と OLS 推定の結果を⽐較するため、以下の式も同時に推定する。 

 

𝑌!+ = 𝛽#
+,*'& + 𝛽(

+,*'&𝑡𝑒𝑙𝑒𝑤𝑜𝑟𝑘)+D +𝛽%
+,*'&𝑊! 	+ 𝜂!

+,*'& (10) 
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ここでは、(8)式の𝛽(
+,%&'&と(10)式の𝛽(

+,*'&の係数の⼤きさと有意⽔準を⽐較することで、OLS の

バイアスの⽅向や⼤きさを議論する。 

 

5.2.2. コロナ感染縮⼩期（2021 年 8 ⽉から 12 ⽉）の労働・健康アウトカムの変化 

図２で⽰した通り、九州（沖縄を除く）・四国地⽅では新型コロナ新規陽性者数が 2020 年初旬

から増加を続け、緊急事態宣⾔が発令された 2021 年 8 ⽉を境に減少傾向に⼊った。そのため、感

染拡⼤期のコロナ前から 2021 年 8 ⽉までの期間と感染縮⼩期の 2021 年 8 ⽉から 12 ⽉までの期

間では、コロナ新規陽性者数の変化を通じた TW ⽇数の変化が労働・健康アウトカムに与える影

響が異なる可能性がある。ここでは、アウトカム変数のうち労働・健康アウトカムについては 2021

年 8 ⽉・12 ⽉の２時点でデータが利⽤可能であるため、2021 年 8 ⽉（感染拡⼤期）から 2021 年

12 ⽉（感染縮⼩期）にかけての新規陽性者数の減少がアウトカム変数に与えた影響を推定する。 

ここでは、2021 年 12 ⽉時点の回答者𝑖のアウトカム	𝑌!+、内⽣変数	𝑡𝑒𝑙𝑒𝑤𝑜𝑟𝑘!+、操作変数

	𝑝𝑜𝑠𝑖_𝑆𝑒𝑝_𝐷𝑒𝑐!は 5.1.2 節と同様である。前節と異なる点は、外⽣変数	𝑊!
,に回答者𝑖の 2019 年 11

⽉の TW 実施⽇数、性別（⼥性ダミー）および年齢、⾃宅から職場までの D2D の通勤時間に加え

て、新たに 2021 年 8 ⽉の各アウトカム変数・TW 実施⽇数・2021 年 5 ⽉–8 ⽉のコロナ新規陽性

者数を追加した点である。 

2021 年 8 ⽉から 2021 年 12 ⽉にかけての分析では、アウトカム変数𝑌!+・操作変数𝑝𝑜𝑠𝑖_𝑆𝑒𝑝_𝐷𝑒𝑐!

はともに 2021 年 8 ⽉から 2021 年 12 ⽉の差分であり、かつ内⽣変数である 2021 年 12 ⽉の TW 実

施⽇数𝑡𝑒𝑙𝑒𝑤𝑜𝑟𝑘!+に対しても 2019 年 11 ⽉の TW 実施⽇数、および 2021 年 8 ⽉の TW 実施⽇数が

外⽣変数𝑊!
,に含まれる。そのため、ここでも 5.1.1節と同様に１段階⽬・２段階⽬ともに 2019 年

8 ⽉から 2021 年 12 ⽉の差分を⽤いた付加価値モデルに基づいた 2SLS 推定を⾏う。2SLS 推定、

OLS 推定の推定式は式(6)–(10)と同様のため省略する。 

 

5.3. 2022 年 1–4 ⽉時点のアウトカムの分析  

ここでは、5.2節と同様に、2021 年 8 ⽉時点と⽐較して 2021 年 12 ⽉の⽅が TW ⽇数が多い回

答者をサンプルから落として分析を⾏う。また、前節までとは異なり、調査時点（2022 年 1–4 ⽉）

の TW 実施⽇数が質問項⽬に含まれていないため、ここではコロナ前後（2019 年 11 ⽉から 2021

年 5–8 ⽉、9–12 ⽉）のコロナ新規陽性者数の増加による過去時点（2021 年 8 ⽉・12 ⽉）の TW 実

施⽇数の増加が、調査時点のアウトカム変数に与えた⻑期的な影響を推定する。 

調査時点（2022 年 1–4 ⽉）の回答者𝑖のアウトカム	𝑌!- 	として使⽤する変数は、TW で実施した

業務（11項⽬）、および TW の実施によって通勤がなく浮いた時間でやったこと（8項⽬）の２種

類である。5.1節および 5.2節で使⽤したアウトカム変数とは異なり、これらの変数は質問項⽬で

時点を指定しておらず、コロナ発⽣以前も含めてどの時点での TW 利⽤を想定して回答したかが
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不明確である。しかしながら、これらの変数は 1 度経験すると以降１を取り続けるダミー変数で

あるため、ここではこれらの変数を調査時点のストック変数みなす4。分析では、コロナ以前（2019

年 11 ⽉）の TW 実施⽇数をコントロールした上で、2021 年 8 ⽉・12 ⽉の外⽣的な TW 実施⽇数

の多寡が調査時点のストック変数に及ぼす影響の差分を推定する。内⽣変数	𝑡𝑒𝑙𝑒𝑤𝑜𝑟𝑘!.は、回答者

𝑖の 2021 年 8 ⽉、および 12 ⽉の週あたりの平均 TW 実施⽇数を内⽣変数	𝑡𝑒𝑙𝑒𝑤𝑜𝑟𝑘!.として分析に

⽤いる。操作変数には、それぞれの内⽣変数に対応した𝑝𝑜𝑠𝑖_𝑀𝑎𝑦_𝐴𝑢𝑔!および	𝑝𝑜𝑠𝑖_𝑆𝑒𝑝_𝐷𝑒𝑐!を使

⽤する。外⽣変数	𝑊!
.は前節までと同様である。 

調査時点のアウトカム変数を⽤いた分析では、基本的な推定⽅法は 5.1.節および 5.2.節と同様

である。しかしながら、アウトカム変数と内⽣変数・操作変数の時点が異なるため、仮に回答者

が過去時点から調査時点の間で新たに TW を利⽤した場合、過去時点の変数を⽤いた分析では過

⼩推定が懸念される。これに対して、全国および九州（沖縄を除く）・四国地⽅の 2020–2021 年の

コロナ感染者数の推移を⽰した図１・２を⾒ると、2021 年 8 ⽉は新規陽性者数が他の⽉の平均と

⽐べて約 9–19倍と⾼い値になっていることが分かる。実際、我々のデータでも 2021 年 8 ⽉の TW

実施⽇数・利⽤割合が最多となっていることから、調査時点のストック変数は 2021 年 8 ⽉の TW

利⽤状況に依存している可能性が⼗分に考えられる。しかしながら、2021 年 9 ⽉以降に新しく TW

を利⽤した利⽤者も⼀部存在するため、ここでは 2021 年 8 ⽉の内⽣変数を⽤いた分析において、

2019 年 11 ⽉、および 2021 年 8 ⽉の TW 実施⽇数がともに０の回答者については、2021 年 12 ⽉

の TW 実施⽇数が正の値をとる場合は分析から外し、2021 年 12 ⽉の TW 実施⽇数も０の場合は

調査時点においても TW 実施⽇数が０であると仮定して分析を⾏う。 

また、アウトカム変数のうち「TW の実施によって通勤がなく浮いた時間でやったこと」につ

いては、回答者間で通勤時間の⻑さが異なるため、仮に TW 実施⽇数が同じ場合でも TW によっ

て捻出できる余暇時間が異なることで、回答者間でアウトカム変数の値に差が⽣じる可能性があ

る。そのため、ここでは 5.1節、5.2節の推定式でコントロール変数として⽤いた D2D の往復通勤

時間をコントロール変数から外し、過去時点の TW 実施⽇数と掛け合わせた週あたりの合計通勤

時間を 2021 年 8 ⽉・12 ⽉の内⽣変数とした分析も⾏う。 

6. 推定結果 

ここからは、操作変数に回答者の職場の郵便番号が含まれる市区町村の 5‒8⽉、9‒12⽉の 10

万⼈あたりコロナ新規陽性者数を⽤いた分析結果を⽰す。5 

 
4 特に、緊急事態宣⾔が発令されていた 2021 年 8 ⽉は、多くの都道府県でコロナ発⽣以降、最多の新規陽性者
数を記録した。例えば、九州（沖縄を除く）・四国の各県のコロナ発⽣以降の⽉間 10 万⼈あたり新規陽性者数の
推移を⽰した図２および付録表 1 を⾒ると、2021 年 8 ⽉の新規陽性者数が他の⽉の平均と⽐べて約 9‒19 倍と⾼
い値になっていることが分かる。 
5 回答者の⾃宅の郵便番号が含まれる市区町村の 5‒8 ⽉、9‒12 ⽉の 10 万⼈あたりコロナ新規陽性者数を⽤いた
分析結果は、結果が本節のものと類似しているため本稿より省略している。 
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6.1. 2021 年 8 ⽉・12 ⽉の労働・健康アウトカムの分析 

 ここでは、5.1.節、および 5.2.1節で説明した 2019 年 11 ⽉から 2021 年 8 ⽉・12 ⽉にかけての

コロナ新規陽性者数の増加が 2021 年 8 ⽉・12 ⽉の TW 実施⽇数に与える影響を確認する。ここ

では、表 5 に 2SLS 推定の１段階⽬の結果を⽰す。表では、2021 年 8 ⽉の結果として推定式（1）

の𝛼(
",%&'&を、2021 年 12 ⽉の結果として推定式（６）の𝛼(

+,%&'&を⽰した。 

（表 5） 

 表 5 より、10 万⼈あたり新規陽性者数が多いと 21 年 8 ⽉では 1%⽔準で、21 年 12 ⽉では 10%

⽔準で有意に TW 実施⽇数が⾼い（推定値は約 0.0003、約 0.001）ことがわかった。2019 年 11 ⽉

から 2021 年 8 ⽉・12 ⽉にかけての職場所在地がある市区町村の 10 万⼈あたり新規陽性者の増加

数の平均はそれぞれ約 898 ⼈、約 190 ⼈より推定値にかけると、コロナ新規陽性者数の増加で TW

実施⽇数は平均で約 0.27 ⽇（2021 年 8 ⽉）、約 0.19 ⽇（2021 年 12 ⽉）増加することが分かった。 

 次に、1段階⽬で推定した 2021 年 8 ⽉・12 ⽉の TW 実施⽇数の予測値が各時点のアウトカム変

数に与える影響を確認する。ここでは、表 6–7 に 2SLS 推定の 2段階⽬の結果を⽰す。 

（表 6–7） 

表 6–7 では、2021 年 8 ⽉の結果として 2SLS 推定の推定式（３）の𝛽(
",%&'&、および OLS 推定の

推定式（５）の𝛽(
",*'&、2021 年 12 ⽉の結果として 2SLS 推定の推定式（８）の𝛽(

+,%&'&の係数、      

および OLS 推定の推定式（10）の𝛽(
+,*'&を⽰した。推定値を確認する前に１段階⽬の F値（Cragg-

Donald統計量）を⾒ると、2021 年 8 ⽉は 10.4 より操作変数が⼗分強いと考えられる⼀⽅、コロナ

の感染縮⼩期である 2021 年 12 ⽉は 5.57 より弱操作変数の懸念がある。そのため、ここでは 2021

年 8 ⽉の推定結果を主な結果として報告することし、2021 年 12 ⽉については参考値とする。 

 表 6 より、OLS 推定と 2SLS 推定の係数の推定結果を⽐較すると、OLS 推定ではすべてのアウ

トカム変数で TW 実施⽇数との間で有意な関係が確認できた⼀⽅で、2SLS 推定ではアウトカム変

数のうち業務効率・⽇々の徒歩が⾮有意となった。以上の結果より、OLS 推定では推定結果にバ

イアスが含まれることが懸念されるため、ここからは 2SLS 推定の結果を主に報告する。 

2SLS 推定の結果、TW 実施⽇数が 1 ⽇増加することで、2021 年 8 ⽉では時間外労働は 5%⽔準

で、通勤時間および⽇々の運動は 1%⽔準で有意に減少することが分かった（係数は順に約–0.41、

約–0.36、約–0.42）。⼀⽅、⽣活の満⾜度は 1%⽔準で有意に増加した（係数は約 0.38）。業務効率

および⽇々の徒歩は有意な影響が観察されなかった。推定値の⼤きさを検討するため、推定値に

アウトカムの TW 実施の増加⽇数の平均（約 0.27 ⽇）をかけると、それぞれ約−0.11（時間外労

働）、約−0.10（通勤時間）、約−0.11（⽇々の運動）、約 0.10（⽣活の満⾜度）と計算できる。これ
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ら値の絶対値をアウトカム変数の平均と⽐べると、それぞれ平均の約 3%となることが確認でき

た。表６より、2021 年 12 ⽉については、通勤時間および⽇々の運動が 1%⽔準で有意に減少した

（係数は順に約–0.46、約–0.71）。⼀⽅で、⽣活の満⾜度は 1%⽔準で有意に増加した（係数は約

0.88）。 

 以上より、2019 年 11 ⽉から 2021 年 8 ⽉（感染拡⼤期）、および 2021 年 12 ⽉（感染縮⼩期）と

もに、TW 実施⽇数の増加によって通勤時間および⽇々の運動は減少し、⽣活の満⾜度は増加す

ることが確認できた⼀⽅で、時間外労働は 2021 年 8 ⽉のみ有意に減少することが分かった。 

次に、5.2.2節で説明した 2021 年 8 ⽉から 2021 年 12 ⽉にかけてのコロナ新規陽性者数の増加

が 2021 年 12 ⽉の TW 実施⽇数に与える影響を確認する。ここでは、表 8 に 2SLS 推定の 1段階

⽬の結果を⽰す。表では、アウトカム変数によって外⽣変数でコントロールする 2021 年 8 ⽉のア

ウトカム変数が異なるため、ここではアウトカム変数ごとに推定式（6）の𝛼(
+,%&'&を⽰した。 

（表 8） 

 表 8 より、職場の 10 万⼈あたり新規陽性者数が増加すると時間外労働・業務効率・通勤時間で

は 1%⽔準で、⽣活の満⾜度・⽇々の徒歩・⽇々の運動では 5%⽔準で有意に TW 実施⽇数が⾼く

なる（推定値は 0.0042–0.0046）ことがわかった。2021 年 8 ⽉から 12 ⽉にかけての職場所在地が

ある市区町村の 10 万⼈あたり新規陽性者の減少数の平均は約 708 ⼈より推定値にかけると、コロ

ナ新規陽性者数の減少で TW 実施⽇数は平均で約 2.97–3.26 ⽇減少することが分かった。 

 次に、1 段階⽬で推定した 2021 年 12 ⽉の TW 実施⽇数の予測値が労働・健康アウトカム変数

に与える影響を確認する。ここでは、表 9 に 2SLS 推定の 2段階⽬の結果を⽰す。 

（表 9） 

表 9 では、2021 年 12 ⽉の結果として 2SLS 推定、および OLS 推定より得られる TW 実施⽇数

の減少がアウトカム変数に与える影響の推定値をそれぞれ⽰した。推定値を確認する前に１段階

⽬の F値（Cragg-Donald統計量）を⾒ると、すべてのアウトカム変数で 10以上（10.5–11.9）の値

が得られているため、ここでは操作変数が⼗分強いと考えられる。 

 表 9 より、OLS 推定と 2SLS 推定の推定結果を⽐較すると、OLS 推定ではすべてのアウトカム

変数で TW 実施⽇数との間で有意な関係が確認できた⼀⽅で、2SLS 推定ではアウトカム変数のう

ち時間外労働・業務効率・⽣活の満⾜度・⽇々の運動が⾮有意となった。以上の結果より、OLS 推

定では推定結果にバイアスが含まれることが懸念されるため、ここでも 2SLS 推定の結果を主に

報告する。 

2SLS 推定の結果、2021 年 8 ⽉から 12 ⽉にかけて TW 実施⽇数が 1 ⽇減少することで、通勤時
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間は 5%⽔準で、⽇々の徒歩は 1%⽔準でそれぞれ有意に増加した（係数は約‒0.36、約–0.39）。そ

の他の変数については、すべて有意な影響は観察されなかった。推定値の⼤きさを検討するため、

表 9 の係数に 2021 年 8 ⽉から 12 ⽉にかけての職場所在地がある市区町村の 10 万⼈あたり新規

陽性者の減少数の平均約 708 ⼈をかけて得られる両アウトカムの TW 実施の減少⽇数の平均（約

3.04 ⽇、約 3.12 ⽇）を表 9 の係数にかけると、平均的な減少幅はそれぞれ 1.09、1.22 と計算でき

る。この値をアウトカム変数の平均 2.8、2.73 と⽐べるとそれぞれ平均の約 39%、約 45%となる。

よって、2021 年 8 ⽉（感染拡⼤期）から 2021 年 12 ⽉（感染縮⼩期）にかけて TW 実施⽇数の減

少が通勤時間・⽇々の徒歩の減少に与える影響は⼩さくないことが確認できた。 

 

6.2. 2022 年 1–4 ⽉のアウトカム変数の分析 

 ここではまず、4.3節で説明した 2019 年 11 ⽉から 2021 年 5–8 ⽉・9–12 ⽉にかけてのコロナ新

規陽性者数の増加が 2021 年 8 ⽉・12 ⽉の TW 実施⽇数に与える影響を確認する。ここでは、表

10 に 2SLS 推定の１段階⽬の結果を⽰す。 

（表 10） 

 表 10 と表 5 の違いは、内⽣変数を 2021 年 8 ⽉の TW 実施⽇数とした分析において、2021 年 12

⽉の TW 実施⽇数が 2021 年 8 ⽉の TW 実施⽇数より多い回答者を分析から外した点である。そ

のため、ここでは変更のある内⽣変数を 2021 年 8 ⽉の TW 実施⽇数とした分析の１段階⽬のみ説

明を⾏う。表 8 より、10 万⼈あたり新規陽性者数が多いと、新しいサンプルを使⽤した分析では、

21 年 8 ⽉は 1%⽔準で有意に TW 実施⽇数が⾼く、推定値がわずかに⼤きくなった（約 0.0004）。

2019 年 11 ⽉から 2021 年 8 ⽉にかけての職場所在地がある市区町村の 10 万⼈あたり新規陽性者

の増加数の平均は約 898 ⼈より推定値にかけると、コロナ新規陽性者数の増加で TW 実施⽇数は

平均で約 0.36 ⽇（2021 年 8 ⽉）増加することが分かった。 

 次に、1段階⽬で推定した 2021 年 8 ⽉・12 ⽉の TW 実施⽇数の予測値が調査時点のアウトカム

変数に与える影響を確認する。ここでは、表 11–14 に 2SLS 推定の 2段階⽬の結果を⽰す。 

（表 11–14） 

表 11–14 では、表 6–7 と同様に 2021 年 8 ⽉・12 ⽉それぞれについて、アウトカム変数ごとに

2SLS 推定・OLS 推定の結果をともに⽰した。推定値を確認する前に１段階⽬の F値（Cragg-Donald

統計量）を⾒ると、新しいサンプルでの推定では 2021 年 8 ⽉は F値が 9.71 より依然として操作

変数が⼗分強いと考えられる。⼀⽅で、コロナの感染縮⼩期である 2021 年 12 ⽉は 5.57 より弱操

作変数の懸念があるため、ここでも 2021 年 8 ⽉の推定結果を主な結果として報告する。 
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表 11–14 より、OLS 推定と 2SLS 推定の係数の推定結果を⽐較すると、OLS 推定では表 14 の育

児を除いてすべてのアウトカム変数で TW 実施⽇数との間で有意な関係が確認できた。⼀⽅、2SLS

推定については、内⽣変数を 2021 年 8 ⽉の TW 実施⽇数とした分析のうち、表 11 では⽂書作成、

情報収集、データ処理、企画・開発、設計、オンライン会議、社会の研修・指導、社外の研修・指

導が、表 13 ではスキルアップ、家事、家族との時間、買い物、仕事（追加的な業務）が⾮有意と

なった。内⽣変数を 2021 年 12 ⽉の TW 実施⽇数とした分析については、表 12 ではデータ処理以

外のすべてのアウトカム変数が、表 14 ではスキルアップ、家事、家族との時間、買い物、仕事（追

加的な業務）が⾮有意となった。以上の結果より、OLS 推定では推定結果にバイアスが含まれる

ことが懸念されるため、ここでも 2SLS 推定の結果を主に報告する。 

 はじめに、TW ⽇数の増加が TW で⾏った業務に与えた影響を⽰した表 11–12 の結果を確認す

る。表 11 より、2021 年 8 ⽉時点の TW 実施⽇数が 1 ⽇増加することで、経理・会計業務は１%⽔

準で、社内での連絡調整は５％⽔準で、取引先との連絡調整は 10%⽔準でそれぞれ増加した（係

数は順に約 0.24、約 0.25、約 0.18）。推定値の⼤きさを検討するため、推定値に各アウトカムの TW

実施の増加⽇数の平均（約 0.36 ⽇）をかけると、平均的な増加幅はそれぞれ約 0.09、約 0.09、約

0.06 と計算できる。この値をアウトカム変数の平均 0.08、0.5、0.38 と⽐べるとそれぞれ平均の約

108%、約 18%、約 17%となり、特に経理・会計業務を TW で⾏う回答者が多かったことが分かっ

た。表 12 より、2021 年 12 ⽉時点の TW 実施⽇数が 1 ⽇増加することで、データ処理のみ 10%⽔

準で有意に増加したことが分かった（係数は約 0.42）。 

 次に、TW ⽇数の増加が TW の実施によって通勤がなく浮いた時間でやったことに与えた影響

を⽰した表 13–14 の結果を確認する。表 13 より、2021 年 8 ⽉時点の TW 実施⽇数が 1 ⽇増加す

ることで、趣味・娯楽および睡眠が１%⽔準、育児が 10%⽔準でそれぞれ有意に増加することが

分かった（係数は順に約 0.24、約 0.18、約 0.06）。推定値の⼤きさを検討するため、推定値に各ア

ウトカムの TW 実施の増加⽇数の平均（約 0.36 ⽇）をかけると、平均的な増加幅はそれぞれ約

0.09、約 0.06、約 0.02 と計算できる。この値をアウトカム変数の平均 0.2、0.31、0.08 と⽐べると

それぞれ平均の約 40%、約 20%、約 26%となり、TW 実施⽇数の増加が趣味・娯楽、睡眠、およ

び育児に与える影響が⼩さくないことが確認できた。表 14 より、2021 年 12 ⽉時点の TW 実施⽇

数が 1 ⽇増加することで、趣味・娯楽は 10%⽔準で、睡眠は 5%⽔準でそれぞれ有意に増加するこ

とが分かった（係数は順に約 0.29、約 0.28）。 

以上より、2019 年 11 ⽉から 2021 年 8 ⽉（感染拡⼤期）および 2021 年 12 ⽉（感染縮⼩期）に

共通して、TW 実施⽇数の増加は、TW で⾏った業務については経理・会計業務、社内での連絡調

整、取引先との連絡調整を増加させ、TW の実施によって通勤がなく浮いた時間でやったことに

ついては趣味・娯楽および睡眠を増加させることが分かった。 

次に 4.3節で説明した、2019 年 11 ⽉から 2021 年 8 ⽉・12 ⽉にかけてのコロナ新規陽性者数の
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増加が 2021 年 8 ⽉・12 ⽉の TW が削減した D2D 通勤時間に与える影響を確認する。ここでは、

表 15 に 2SLS 推定の１段階⽬の結果を⽰す。 

（表 15） 

 表 15 では表 10 と同様に、2021 年 8 ⽉の分析において、2021 年 12 ⽉の TW 実施⽇数が 2021 年

8 ⽉の TW 実施⽇数より多い回答者を分析から外している。表 15 より、回答者の職場所在地があ

る市区町村の 10 万⼈あたり新規陽性者数が１⼈増えることで、2021 年 8 ⽉には TW が削減した

D2D 通勤時間が週あたり 0.045 分だけ 1%⽔準で有意に減少し、2021 年 12 ⽉には週あたり 0.157

分だけ 10%⽔準で有意に減少したことが確認できた。また、2019 年 11 ⽉から 2021 年 8 ⽉・12 ⽉

にかけての職場所在地がある市区町村の 10 万⼈あたり新規陽性者の増加数の平均は約 898 ⼈、約

190 ⼈より推定値にかけると、コロナ新規陽性者数の増加で TW 実施⽇数は平均でそれぞれ週あ

たり約 40 分、約 30 分減少することが分かった。 

 次に、1段階⽬で推定した 2021 年 8 ⽉の TW 実施⽇数の予測値が調査時点のアウトカム変数に

与える影響を確認する。ここでは、表 16–17 に 2SLS 推定の 2段階⽬の結果を⽰す。 

（表 16–17） 

表 16–17 では、表 10 と同様にアウトカム変数ごとに 2SLS 推定・OLS 推定の結果をともに⽰し

た。推定値を確認する前に１段階⽬の F値（Cragg-Donald統計量）を⾒ると、2021 年 8 ⽉のコロ

ナ新規陽性者数を操作変数とした分析では F値が 10.7 より操作変数が⼗分強いと考えられる。⼀

⽅で、コロナの感染縮⼩期である 2021 年 12 ⽉の新規陽性者数を操作変数とした分析では 7.53 よ

り弱操作変数の懸念があるため、ここでも 2021 年 8 ⽉の新規陽性者数を操作変数とした推定結果

を主な結果として報告する。 

表 16 より、2021 年 8 ⽉時点の TW が削減した D2D 通勤時間が 1 分増加することで、趣味・娯

楽および睡眠が１%⽔準で増加し、育児が 10%⽔準で増加することが分かった（係数は 0.002、

0.002、0.0005）。推定値の⼤きさを検討するため、推定値に TW が削減した D2D 通勤時間の平均

（約 40 分）をかけると、平均的な増加幅はそれぞれ約 0.08、約 0.08、約 0.02 と計算できる。この

値をアウトカム変数の平均約 0.2、約 0.3、約 0.08 と⽐べるとそれぞれ平均の約 40%、約 26%、約

24%となり、2021 年 8 ⽉時点の TW が削減した D2D 通勤時間の増加が趣味・娯楽、睡眠、および

育児に与える影響は、TW 実施⽇数の増加の影響とほとんど同じであることが確認できた。また、

表 17 より、2021 年 12 ⽉時点の TW が削減した D2D 通勤時間が 1 分増加することで、趣味・娯

楽は 10%⽔準で、睡眠は 5%⽔準で、家事は 10%⽔準で、仕事（追加的な業務）は 1%⽔準で、そ

れぞれ有意に増加することが分かった（係数の⼤きさは順に 0.003、0.003、0.001、0.001）。 
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7. おわりに 

 本研究では、2022 年 1〜4 ⽉を調査期間に実施した九州と四国の企業・団体に所属している個

⼈（会社員）のアンケート調査を活⽤し、操作変数法に基づき、回答者の職場や⾃宅の所在地が

ある市区町村の 10 万⼈あたりの変化が、TW の実施⽇数の変化を通じて個⼈（会社員）の労働・

健康アウトカム、TW で⾏った業務内容、および時間利⽤に与える影響を推定した。 

分析に当たって、今回のサーベイデータでは、期間をコロナ感染拡⼤期（2019 年 11 ⽉から 2021

年 8・12 ⽉）とコロナ感染縮⼩期（2021 年 8 ⽉から 12 ⽉）を区別できる。ここでは、コロナの感

染拡⼤期と感染縮⼩期で個⼈の TW 実施状況や労働・健康アウトカム、時間利⽤が異なるのか否

かを明らかにするため、回顧形式の質問より、コロナ前の 2019 年 11 ⽉からコロナ後の 2021 年 8

⽉（感染拡⼤期）・2021 年 12 ⽉（感染縮⼩期）・2021 年 1–4 ⽉（調査時点）の３時点のアウトカ

ム変数を分析に⽤いた。操作変数には 2021 年 5–8 ⽉、9–12 ⽉の回答者の職場と⾃宅の郵便番号

が含まれる市区町村のコロナ陽性者数を⽤いた。内⽣変数には、週あたりの TW 実施⽇数および

TW 実施によって削減できた通勤時間の２種類を使⽤した。 

推定にあたり、付加価値モデルに基づいた 2SLS 推定を⾏うため、2021 年 8 ⽉（感染拡⼤期）

の分析では 2019 年 11 ⽉のアウトカム変数・操作変数を、2021 年 12 ⽉（感染縮⼩期）の分析では

2019 年 11 ⽉のアウトカム変数および 2021 年 8 ⽉のアウトカム変数・操作変数を、2021 年 1–4 ⽉

（調査時点）の分析では 2019 年 11 ⽉のアウトカム変数・操作変数をそれぞれコントロールした。 

 推定の結果、感染拡⼤期の 2021 年 8 ⽉では、コロナ陽性者数の増加を通じて TW 実施⽇数が 1

⽇増加することで、時間外労働が‒0.41、通勤時間が‒0.36、⽇々の運動が‒0.42 の係数値で有意に

減少することが⽰された。⼀⽅、⽣活の満⾜度は 0.38 の係数値で有意に増加することが⽰された。

感染縮⼩期の 2021 年 12 ⽉では、コロナ陽性者数の減少を通じて TW 実施⽇数が 1 ⽇減少するこ

とで、2021 年 8 ⽉と⽐べて通勤時間は‒0.36、⽇々の徒歩は–0.39 の係数値で有意に増加した（マ

イナスの符号で増加という解釈になる）。その他の変数では、有意な影響は観察されなかった。 

調査時点の 2022 年 1–4 ⽉では、コロナ陽性者数の増加を通じて 2021 年 8 ⽉（感染拡⼤期）の TW

実施⽇数が 1 ⽇増加することで、TW で⾏った業務では、経理・会計業務が 0.24、社内での連絡調

整が 0.25、取引先との連絡調整が 0.18 の係数値で有意に増加し、時間利⽤では、趣味・娯楽が 0.23、

睡眠が 0.18、育児が 0.06 の係数値で有意に増加することが⽰された。 

これらの分析結果から、TW の実施は時間外労働や通勤時間を減少させるとともに、⽇々の運

動も減少させるが、⽣活満⾜度を⾼めることがわかった。⽣活満⾜度の⾼まりは、TW の実施が趣

味・娯楽、睡眠、育児の時間を増加させていることからも裏付けられた。また、コロナ陽性者の

増加に伴って外⽣的に増加した TW では、主に経理・会計業務、社内や取引先との連絡調整など

の業務が⾏われることが明らかとなった。 

新型コロナ感染症が５類に移⾏したことで、“出社回帰”という揺り戻しが国内外で起きている。
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オンライン会議システムの提供企業である⽶国 Zoom 社でも、「完全リモートワーク」を⽌めて、

従業員に出社要請を⾏う状況になっている（⽇本経済新聞、2023 年 8 ⽉ 9 ⽇）。だからといって、

“出社回帰”から出勤偏重に戻ることは、ワークライフバランスの改善のために有効な TW の使い

⽅やあり⽅を模索することを放棄することと同義である。職場での⽣産性を維持しつつ、ワーク

ライフバランスを改善するためには、真に有効な TW の使い⽅やあり⽅を模索する必要がある。 
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表 1: 2020–21年の九州（沖縄を除く）・四国地方の緊急事態宣言、まん延防止等重点措置
（まん防）の状況

県名 緊急事態宣言の期間 まん延防止等重点措置（まん防）の期間

全国 2020/4/7（火）– 2020/5/25（木） 2021/4/5（月）– 2021/9/30（木）
2021/1/8（金）– 2021/3/21（日）
2021/4/25（日）– 2021/6/20（日）
2021/7/12（月）– 2021/9/30（木）

徳島県 2020/4/16（木）– 2020/5/14（木）

香川県 2020/4/16（木）– 2020/5/14（木） 2021/8/20（金）– 2021/9/30（木）

愛媛県 2020/4/16（木）– 2020/5/14（木） 2021/4/25（日）– 2021/5/22（土）
2021/8/20（金）– 2021/9/12（日）

高知県 2020/4/16（木）– 2020/5/14（木） 2021/8/27（金）– 2021/9/12（日）

福岡県 2020/4/7（火）– 2020/5/14（木） 2021/6/21（月）– 2021/7/11（日）
2021/1/14（木）– 2021/2/28（日） 2021/8/2（月）– 2021/8/19（木）
2021/5/12（水）– 2021/6/20（日）
2021/8/20（金）– 2021/9/30（木）

佐賀県 2020/4/16（木）– 2020/5/14（木） 2021/8/27（金）– 2021/9/12（日）

長崎県 2020/4/16（木）– 2020/5/14（木） 2021/8/27（金）– 2021/9/12（日）

熊本県 2020/4/16（木）– 2020/5/14（木） 2021/5/16（日）– 2021/6/13（日）
2021/8/8（日）– 2021/9/30（木）

大分県 2020/4/16（木）– 2020/5/14（木）

宮崎県 2020/4/16（木）– 2020/5/14（木） 2021/8/27（金）– 2021/9/30（木）

鹿児島県 2020/4/16（木）– 2020/5/14（木） 2021/8/20（金）– 2021/9/30（木）
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表
2:
変
数
の
定
義

変
数
名

定
義

外
生
変
数
：
コ
ロ
ナ
前
の

TW
実
施
日
数

20
19
年

11
月

TW
実
施
日
数

回
答
者
の

20
19
年

11
月
の
週
あ
た
り
の
平
均

TW
実
施
日
数

内
生
変
数
：
コ
ロ
ナ
後
の

TW
実
施
日
数

20
21
年

8
月

TW
実
施
日
数

回
答
者
の

20
21
年

8
月
の
週
あ
た
り
の
平
均

TW
実
施
日
数

20
21
年

12
月

TW
実
施
日
数

回
答
者
の

20
21
年

12
月
の
週
あ
た
り
の
平
均

TW
実
施
日
数

操
作
変
数
：
市
区
町
村
別
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
新
規
陽
性
者
数

20
21
年

5–
8
月
コ
ロ
ナ
新
規
陽
性
者
数
（
職
場
、
人
）

回
答
者
の
職
場
の
郵
便
番
号
が
含
ま
れ
る
市
区
町
村
の

20
21
年

5–
8
月
の

10
万
人
あ
た
り
コ
ロ
ナ
新
規
陽
性
者
数
の
合
計

20
21
年

5–
8
月
コ
ロ
ナ
新
規
陽
性
者
数
（
自
宅
、
人
）

回
答
者
の
自
宅
の
郵
便
番
号
が
含
ま
れ
る
市
区
町
村
の

20
21
年

5–
8
月
の

10
万
人
あ
た
り
コ
ロ
ナ
新
規
陽
性
者
数
の
合
計

20
21
年

9–
12
月
コ
ロ
ナ
新
規
陽
性
者
数
（
職
場
、
人
）

回
答
者
の
職
場
の
郵
便
番
号
が
含
ま
れ
る
市
区
町
村
の

20
21
年

9–
12
月
の

10
万
人
あ
た
り
コ
ロ
ナ
新
規
陽
性
者
数
の
合
計

20
21
年

9–
12
月
コ
ロ
ナ
新
規
陽
性
者
数
（
自
宅
、
人
）

回
答
者
の
自
宅
の
郵
便
番
号
が
含
ま
れ
る
市
区
町
村
の

20
21
年

9–
12
月
の

10
万
人
あ
た
り
コ
ロ
ナ
新
規
陽
性
者
数
の
合
計

20
21
年

8
月
ア
ウ
ト
カ
ム
変
数

20
21
年

8
月
時
間
外
労
働

「
20

21
年

8
月
に
お
け
る
、
コ
ロ
ナ
前
と
比
較
し
た
時
間
外
労
働
時
間
の
増
減
」
に
基
づ
く
５
段
階
の
順
序
尺
度

（
と
て
も
増
え
た
＝
５
、
や
や
増
＝
４
、
変
化
な
し
＝
３
、
や
や
減
＝
２
、
と
て
も
減
っ
た
＝
１
）

20
21
年

8
月
業
務
効
率

「
20

21
年

8
月
に
お
け
る
、
コ
ロ
ナ
前
と
比
較
し
た
業
務
効
率
の
変
化
」
に
基
づ
く
５
段
階
の
順
序
尺
度

（
と
て
も
上
が
っ
た
＝
５
、
や
や
向
上
＝
４
、
変
化
な
し
＝
３
、
や
や
低
下
＝
２
、
と
て
も
下
が
っ
た
＝
１
）

20
21
年

8
月
生
活
の
満
足
度

「
20

21
年

8
月
に
お
け
る
、
コ
ロ
ナ
前
と
比
較
し
た
生
活
の
満
足
度
の
変
化
」
に
基
づ
く
５
段
階
の
順
序
尺
度

（
と
て
も
増
え
た
＝
５
、
や
や
増
＝
４
、
変
化
な
し
＝
３
、
や
や
減
＝
２
、
と
て
も
減
っ
た
＝
１
）

20
21
年

8
月
通
勤
時
間

「
20

21
年

8
月
に
お
け
る
、
コ
ロ
ナ
前
と
比
較
し
た
通
勤
時
間
の
変
化
」
に
基
づ
く
５
段
階
の
順
序
尺
度

（
と
て
も
増
え
た
＝
５
、
や
や
増
＝
４
、
変
化
な
し
＝
３
、
や
や
減
＝
２
、
と
て
も
減
っ
た
＝
１
）

20
21
年

8
月
日
々
の
徒
歩

「
20

21
年

8
月
に
お
け
る
、
コ
ロ
ナ
前
と
比
較
し
た
日
々
の
徒
歩
の
変
化
」
に
基
づ
く
５
段
階
の
順
序
尺
度

（
主
体
的
な
運
動
を
除
く
）

（
と
て
も
増
え
た
＝
５
、
や
や
増
＝
４
、
変
化
な
し
＝
３
、
や
や
減
＝
２
、
と
て
も
減
っ
た
＝
１
）

20
21
年

8
月
日
々
の
運
動

「
20

21
年

8
月
に
お
け
る
、
コ
ロ
ナ
前
と
比
較
し
た
日
々
の
運
動
量
の
変
化
」
に
基
づ
く
５
段
階
の
順
序
尺
度

（
と
て
も
増
え
た
＝
５
、
や
や
増
＝
４
、
変
化
な
し
＝
３
、
や
や
減
＝
２
、
と
て
も
減
っ
た
＝
１
）
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20
21
年

12
月
ア
ウ
ト
カ
ム
変
数

20
21
年

12
月
時
間
外
労
働

「
20

21
年

12
月
に
お
け
る
、
コ
ロ
ナ
前
と
比
較
し
た
時
間
外
労
働
時
間
の
増
減
」
に
基
づ
く
５
段
階
の
順
序
尺
度

（
と
て
も
増
え
た
＝
５
、
や
や
増
＝
４
、
変
化
な
し
＝
３
、
や
や
減
＝
２
、
と
て
も
減
っ
た
＝
１
）

20
21
年

12
月
業
務
効
率

「
20

21
年

12
月
に
お
け
る
、
コ
ロ
ナ
前
と
比
較
し
た
業
務
効
率
の
変
化
」
に
基
づ
く
５
段
階
の
順
序
尺
度

（
と
て
も
上
が
っ
た
＝
５
、
や
や
向
上
＝
４
、
変
化
な
し
＝
３
、
や
や
低
下
＝
２
、
と
て
も
下
が
っ
た
＝
１
）

20
21
年

12
月
生
活
の
満
足
度

「
20

21
年

12
月
に
お
け
る
、
コ
ロ
ナ
前
と
比
較
し
た
生
活
の
満
足
度
の
変
化
」
に
基
づ
く
５
段
階
の
順
序
尺
度

（
と
て
も
増
え
た
＝
５
、
や
や
増
＝
４
、
変
化
な
し
＝
３
、
や
や
減
＝
２
、
と
て
も
減
っ
た
＝
１
）

20
21
年

12
月
通
勤
時
間

「
20

21
年

12
月
に
お
け
る
、
コ
ロ
ナ
前
と
比
較
し
た
通
勤
時
間
の
変
化
」
に
基
づ
く
５
段
階
の
順
序
尺
度

（
と
て
も
増
え
た
＝
５
、
や
や
増
＝
４
、
変
化
な
し
＝
３
、
や
や
減
＝
２
、
と
て
も
減
っ
た
＝
１
）

20
21
年

12
月
日
々
の
徒
歩

「
20

21
年

12
月
に
お
け
る
、
コ
ロ
ナ
前
と
比
較
し
た
日
々
の
徒
歩
の
変
化
」
に
基
づ
く
５
段
階
の
順
序
尺
度

（
主
体
的
な
運
動
を
除
く
）

（
と
て
も
増
え
た
＝
５
、
や
や
増
＝
４
、
変
化
な
し
＝
３
、
や
や
減
＝
２
、
と
て
も
減
っ
た
＝
１
）

20
21
年

12
月
日
々
の
運
動

「
20

21
年

12
月
に
お
け
る
、
コ
ロ
ナ
前
と
比
較
し
た
日
々
の
運
動
量
の
変
化
」
に
基
づ
く
５
段
階
の
順
序
尺
度

（
と
て
も
増
え
た
＝
５
、
や
や
増
＝
４
、
変
化
な
し
＝
３
、
や
や
減
＝
２
、
と
て
も
減
っ
た
＝
１
）

22
年

1-
4
月

TW
で
実
施
し
た
業
務
（
複
数
回
答
可
）

文
書
作
成

「
文
書
作
成
」
を
選
択
し
た
場
合
１
、
そ
れ
以
外
の
場
合
０
と
な
る
ダ
ミ
ー
変
数

情
報
収
集

「
情
報
収
集
」
を
選
択
し
た
場
合
１
、
そ
れ
以
外
の
場
合
０
と
な
る
ダ
ミ
ー
変
数

デ
ー
タ
処
理

「
デ
ー
タ
処
理
」
を
選
択
し
た
場
合
１
、
そ
れ
以
外
の
場
合
０
と
な
る
ダ
ミ
ー
変
数

経
理
・
会
計
業
務

「
経
理
・
会
計
業
務
」
を
選
択
し
た
場
合
１
、
そ
れ
以
外
の
場
合
０
と
な
る
ダ
ミ
ー
変
数

企
画
・
開
発

「
企
画
・
開
発
」
を
選
択
し
た
場
合
１
、
そ
れ
以
外
の
場
合
０
と
な
る
ダ
ミ
ー
変
数

設
計

「
設
計
」
を
選
択
し
た
場
合
１
、
そ
れ
以
外
の
場
合
０
と
な
る
ダ
ミ
ー
変
数

オ
ン
ラ
イ
ン
会
議

「
オ
ン
ラ
イ
ン
会
議
」
を
選
択
し
た
場
合
１
、
そ
れ
以
外
の
場
合
０
と
な
る
ダ
ミ
ー
変
数

社
内
の
メ
ー
ル
や
電
話
で
の
連
絡
調
整

「
社
内
の
メ
ー
ル
や
電
話
で
の
連
絡
調
整
」
を
選
択
し
た
場
合
１
、
そ
れ
以
外
の
場
合
０
と
な
る
ダ
ミ
ー
変
数

取
引
先
と
の
メ
ー
ル
や
電
話
で
の
連
絡
調
整

「
取
引
先
と
の
メ
ー
ル
や
電
話
で
の
連
絡
調
整
」
を
選
択
し
た
場
合
１
、
そ
れ
以
外
の
場
合
０
と
な
る
ダ
ミ
ー
変
数

社
内
の
研
修
・
指
導

「
社
内
の
研
修
・
指
導
」
を
選
択
し
た
場
合
１
、
そ
れ
以
外
の
場
合
０
と
な
る
ダ
ミ
ー
変
数

社
外
の
研
修
・
指
導

「
社
外
の
研
修
・
指
導
」
を
選
択
し
た
場
合
１
、
そ
れ
以
外
の
場
合
０
と
な
る
ダ
ミ
ー
変
数
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22
年

1-
4
月

TW
の
実
施
に
よ
っ
て
通
勤
が
な
く
浮
い
た
時
間
で
や
っ
た
こ
と
（
複
数
回
答
可
）

趣
味
・
娯
楽

「
趣
味
・
娯
楽
」
を
選
択
し
た
場
合
１
、
そ
れ
以
外
の
場
合
０
と
な
る
ダ
ミ
ー
変
数

睡
眠

「
睡
眠
」
を
選
択
し
た
場
合
１
、
そ
れ
以
外
の
場
合
０
と
な
る
ダ
ミ
ー
変
数

ス
キ
ル
ア
ッ
プ

「
ス
キ
ル
ア
ッ
プ
」
を
選
択
し
た
場
合
１
、
そ
れ
以
外
の
場
合
０
と
な
る
ダ
ミ
ー
変
数

家
事

「
家
事
」
を
選
択
し
た
場
合
１
、
そ
れ
以
外
の
場
合
０
と
な
る
ダ
ミ
ー
変
数

家
族
と
の
時
間

「
家
族
と
の
時
間
」
を
選
択
し
た
場
合
１
、
そ
れ
以
外
の
場
合
０
と
な
る
ダ
ミ
ー
変
数

買
い
物

「
買
い
物
」
を
選
択
し
た
場
合
１
、
そ
れ
以
外
の
場
合
０
と
な
る
ダ
ミ
ー
変
数

仕
事
（
追
加
的
な
業
務
）

「
仕
事
（
追
加
的
な
業
務
）」
を
選
択
し
た
場
合
１
、
そ
れ
以
外
の
場
合
０
と
な
る
ダ
ミ
ー
変
数

育
児

「
育
児
」
を
選
択
し
た
場
合
１
、
そ
れ
以
外
の
場
合
０
と
な
る
ダ
ミ
ー
変
数

そ
の
他
の
外
生
変
数

年
齢

回
答
時
点
の
年
齢

女
性
ダ
ミ
ー

回
答
者
が
女
性
の
場
合
１
、
そ
れ
以
外
の
場
合
０
と
な
る
ダ
ミ
ー
変
数

D
2D
通
勤
時
間
（
往
復
、
分
）

「
D

2D
で
ご
自
宅
か
ら
勤
務
先
へ
の
通
勤
に
か
か
る
時
間
（
　
分
）」
を
２
倍
し
た
変
数

20
21
年
人
口
（
職
場
、
人
）

回
答
者
の
職
場
の
郵
便
番
号
が
含
ま
れ
る
市
区
町
村
の

20
21
年
人
口

20
21
年
人
口
（
自
宅
、
人
）

回
答
者
の
自
宅
の
郵
便
番
号
が
含
ま
れ
る
市
区
町
村
の

20
21
年
人
口
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表
3:
記
述
統
計

変
数
名

観
測
数

平
均
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四
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値
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施
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ロ
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の
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実
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削
減
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D
2D
通
勤
時
間

19
年

11
月

TW
が
削
減
し
た

D
2D
通
勤
時
間

37
6

13
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職
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、
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06
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87

0
93

.2
4

16
8.

06
32

2.
54

43
4.

43
21
年

9-
12
月
コ
ロ
ナ
新
規
陽
性
者
数
（
自
宅
、
人
）

37
6

15
6.

97
85

.5
5

0
93

.2
4

15
5.

07
21

0.
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年
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市
区
町
村
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型
コ
ロ
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新
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数
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21
年

8
月

:
労
働
・
健
康
ア
ウ
ト
カ
ム
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年

8
月
時
間
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労
働

37
7
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3
3

5
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年

8
月
業
務
効
率
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7
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3
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3
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21
年

8
月
生
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満
足
度
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7
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2
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勤
時
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徒
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主
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的
な
運
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ア
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月
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3
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勤
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7
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3
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（
主
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運
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年
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月
日
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の
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年
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ア
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7
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22
年

1-
4
月

TW
の
実
施
に
よ
っ
て
通
勤
が
な
く
浮
い
た
時
間
で
や
っ
た
こ
と

趣
味
・
娯
楽
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7

0.
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0.
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0
0

0
0

1
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眠
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7
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0.
47
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0
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1
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7
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08

0.
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0
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0
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7
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0.
47

0
0
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1

1
家
族
と
の
時
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7

0.
25

0.
43

0
0

0
1

1
買
い
物

37
7

0.
11

0.
31

0
0

0
0

1
仕
事
（
追
加
的
な
業
務
）

37
7

0.
11

0.
31

0
0

0
0

1
育
児

37
7

0.
08

0.
28

0
0
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0
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介
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37
7
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0
0

0
1
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ア
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7
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1
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7
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D
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0.
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0
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1
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、
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7
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.4
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職
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）
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5
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表 4: 都道府県・市区町村別、郵便番号該当数（自宅・職場別）＋ 2021年人口規模

郵便番号が含まれる回数 コロナ新規陽性者数（人）

都道府県名 市区町村名 自宅 職場 5-8月 9-12月 2021年人口（万人）

鹿児島県 鹿児島市 4 2 552.41 119.86 60.15
愛媛県 松山市 6 8 230.82 72.23 50.95
千葉県 松戸市 1 0 879.31 260.20 49.85
岡山県 倉敷市 1 0 557.17 136.85 48.15
大分県 大分市 8 3 554.48 146.51 47.85
香川県 高松市 26 32 376.53 52.78 42.63
長崎県 長崎市 7 10 302.06 54.68 41.15
宮崎県 宮崎市 2 3 472.84 87.06 40.20
大阪府 吹田市 1 0 837.28 269.08 37.61
福岡県 福岡市東区 12 1 961.72 196.59 31.59
福岡県 久留米市 4 1 631.84 129.32 30.47
福岡県 福岡市南区 16 2 1168.17 226.07 26.45
山口県 下関市 3 4 314.11 96.68 25.76
福岡県 北九州市八幡西区 16 8 560.81 175.18 25.23
徳島県 徳島市 5 6 256.25 115.04 25.21
長崎県 佐世保市 2 1 354.65 114.83 24.64
福岡県 糟屋郡 9 1 839.81 213.56 23.55
福岡県 福岡市博多区 11 45 1784.81 322.54 23.53
佐賀県 佐賀市 41 63 423.06 93.24 23.16
福岡県 福岡市早良区 21 12 849.68 157.13 22.02
福岡県 北九州市小倉南区 11 4 617.82 158.02 21.01
福岡県 福岡市西区 12 2 711.73 139.27 20.82
福岡県 福岡市中央区 25 70 1797.52 348.81 19.27
熊本県 熊本市東区 1 0 579.20 99.07 19.08
山口県 山口市 1 0 204.55 78.15 19.07
福岡県 北九州市小倉北区 9 12 901.27 250.66 18.15
愛媛県 今治市 1 1 133.76 37.12 15.63
山口県 周南市 1 1 170.92 47.52 14.10
長崎県 諫早市 2 1 155.30 69.92 13.59
福岡県 福岡市城南区 11 0 1006.68 214.36 12.60
佐賀県 唐津市 1 0 732.47 137.65 11.99
山口県 防府市 1 1 315.41 54.59 11.54
大分県 別府市 4 9 557.35 179.99 11.50
福岡県 春日市 4 0 835.74 225.04 11.33
香川県 丸亀市 2 5 325.87 39.07 11.26
福岡県 筑紫野市 3 1 709.26 158.68 10.46
福岡県 糸島市 2 0 698.22 171.63 10.25
福岡県 大野城市 5 1 761.16 201.08 10.20
長崎県 大村市 1 0 190.06 47.26 9.73
福岡県 宗像市 5 0 549.38 129.63 9.72
福岡県 北九州市門司区 2 0 414.97 94.41 9.64
福岡県 遠賀郡 3 0 520.58 134.20 9.24
福岡県 北九州市若松区 7 8 578.08 153.67 8.20
鹿児島県 姶良市 1 0 221.33 81.07 7.77
福岡県 太宰府市 2 0 738.30 193.26 7.19
愛知県 清須市 1 1 641.01 295.30 6.94
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福岡県 福津市 5 8 573.92 147.20 6.73
福岡県 北九州市八幡東区 6 19 710.44 168.06 6.55
福岡県 古賀市 3 1 720.93 311.85 5.96
福岡県 小郡市 2 0 523.62 181.25 5.96
香川県 観音寺市 1 0 217.73 35.44 5.92
福岡県 北九州市戸畑区 6 4 609.39 173.86 5.69
福岡県 直方市 2 0 449.86 156.47 5.62
香川県 坂出市 2 0 235.89 38.36 5.21
福岡県 那珂川市 1 0 820.71 235.91 5.04
佐賀県 武雄市 2 0 203.55 69.91 4.86
香川県 さぬき市 1 0 211.37 35.93 4.73
福岡県 田川市 2 0 337.74 239.41 4.68
佐賀県 小城市 3 0 262.50 80.08 4.50
福岡県 中間市 1 0 609.88 207.36 4.10
愛媛県 伊予市 2 0 65.82 41.14 3.65
福岡県 大川市 1 0 428.46 173.78 3.34
愛媛県 八幡浜市 1 1 24.55 21.48 3.26
佐賀県 神埼市 6 0 419.04 105.56 3.13
大分県 日出町 2 0 201.10 52.92 2.83
香川県 三木町 1 0 256.18 21.65 2.77
佐賀県 みやき町 1 0 423.33 50.49 2.57
佐賀県 嬉野市 1 0 186.94 62.31 2.57
香川県 綾川町 1 0 113.39 4.20 2.38
香川県 多度津町 2 0 303.61 17.35 2.31
佐賀県 基山町 1 0 584.29 131.75 1.75
佐賀県 吉野ヶ里町 1 0 426.74 80.40 1.62
徳島県 東みよし町 1 0 63.98 0 1.41
高知県 土佐清水市 1 1 0 0 1.30
高知県 佐川町 1 0 127.79 47.92 1.25
佐賀県 江北町 1 0 247.19 20.60 0.97
佐賀県 上峰町 1 0 331.50 51.80 0.97
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表 5: 2019年 11月から 2021年 8月・12月のコロナ新規陽性者数の増加が TW日数の増加に与えた影響
（操作変数：職場の 5-8月・9-12月の陽性者数、1st stage）

　 内生変数

TW実施日数 (2021年 8月) TW実施日数 (2021年 12月)

10万人あたりコロナ新規陽性者数（職場） 0.0003*** 0.001*
(8.27e-5) (0.0006)

観測値数 373 349
被説明変数の平均 1.32 0.670

注：2021年 12月のアウトカム変数の分析のみ、2021年 12月の TW実施日数が 2019年 11月および 2021
年 8月の TW実施日数より多い回答者をサンプルから落として分析を行っている。カッコ内は自宅・職場ク
ラスター頑健標準誤差を意味する。外生変数は、2019年 11月 TW実施日数、年齢、女性ダミー、人口（自
宅・職場）である。∗∗∗：p < 0.01, ∗∗：p < 0.05, ∗：p < 0.1
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年

8
月
）

-0
.1

18
**

*
-0

.4
08

**
0.

05
3*

*
0.

14
2

0.
16

5*
**

0.
38

2*
**

-0
.1

99
**

*
-0

.3
57

**
*

-0
.2

06
**

*
-0

.0
64

-0
.1

16
**

*
-0

.4
20

**
*

(0
.0

32
)

(0
.1

54
)

(0
.0

20
)

(0
.1

00
)

(0
.0

48
)

(0
.0

61
)

(0
.0

15
)

(0
.0

87
)

(0
.0

24
)

(0
.0

88
)

(0
.0

19
)

(0
.0

75
)

観
測
数

37
3

37
3

37
3

37
3

37
3

37
3

37
3

37
3

37
3

37
3

37
3

37
3

被
説
明
変
数
の
平
均

2.
97

2.
97

3.
05

3.
05

2.
59

2.
59

2.
71

2.
71

2.
65

2.
65

2.
64

2.
64

C
ra

gg
-D

on
al

d
–

10
.4

–
10

.4
–

10
.4

–
10

.4
–

10
.4

–
10

.4

注
：
カ
ッ
コ
内
は
自
宅
・
職
場
ク
ラ
ス
タ
ー
頑
健
標
準
誤
差
を
意
味
す
る
。
外
生
変
数
は
、
年
齢
、
女
性
ダ
ミ
ー
、

D
2D
通
勤
時
間
（
往
復
）、
人
口
（
自
宅
・
職
場
）
で
あ
る
。

C
ra

gg
-D

on
al

d
は

1s
ts

ta
ge

の
F
統
計
量
の
値
を
意
味
す
る
。

∗∗
∗ ：

p
<

0.
01

,∗
∗ ：

p
<

0.
05

,∗
：

p
<

0.
1
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表
7:

20
19
年

11
月
か
ら

20
21
年

12
月
の

TW
日
数
の
増
加
が

20
21
年

12
月
の
労
働
・
健
康
ア
ウ
ト
カ
ム
に
与
え
た
影
響

（
操
作
変
数
：
職
場
の

9-
12
月
の
陽
性
者
数
、

2n
d

sta
ge
）

時
間
外
労
働

業
務
効
率

生
活
の
満
足
度

通
勤
時
間

日
々
の
徒
歩

日
々
の
運
動

（
主
体
的
な
運
動
を
除
く
）

O
LS

IV
O

LS
IV

O
LS

IV
O

LS
IV

O
LS

IV
O

LS
IV

TW
実
施
日
数
（

21
年

12
月
）

-0
.1

15
**

*
-0

.3
65

0.
08

5*
**

0.
45

5
0.

20
6*

**
0.

88
4*

*
-0

.2
77

**
*

-0
.4

57
**

*
-0

.2
62

**
*

-0
.1

08
-0

.1
13

**
*

-0
.7

09
**

(0
.0

34
)

(0
.3

05
)

(0
.0

18
)

(0
.2

62
)

(0
.0

28
)

(0
.3

48
)

(0
.0

32
)

(0
.0

83
)

(0
.0

33
)

(0
.1

84
)

(0
.0

32
)

(0
.2

51
)

観
測
値
数

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

被
説
明
変
数
の
平
均

3.
04

3.
04

3.
07

3.
07

2.
66

2.
66

2.
82

2.
82

2.
74

2.
74

2.
70

2.
70

C
ra

gg
-D

on
al

d
–

5.
57

–
5.

57
–

5.
57

–
5.

57
–

5.
57

–
5.

57

注
：
こ
こ
で
は
、

20
21
年

12
月
の

TW
実
施
日
数
が

20
21
年

8
月
の

TW
実
施
日
数
よ
り
多
い
回
答
者
を
サ
ン
プ
ル
か
ら
落
と
し
て
分
析
を
行
っ
て
い
る
。
カ
ッ
コ
内
は
自
宅
・
職
場
ク
ラ
ス
タ
ー
頑

健
標
準
誤
差
を
意
味
す
る
。
外
生
変
数
は
、
年
齢
、
女
性
ダ
ミ
ー
、

D
2D
通
勤
時
間
（
往
復
）、
人
口
（
自
宅
・
職
場
）
で
あ
る
。

C
ra

gg
-D

on
al

d
は

1s
ts

ta
ge
の

F
統
計
量
の
値
を
意
味
す
る
。

∗∗
∗ ：

p
<

0.
01

,∗
∗ ：

p
<

0.
05

,∗
：

p
<

0.
1
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表
8:

20
21
年

8
月
か
ら

12
月
の
コ
ロ
ナ
新
規
陽
性
者
数
の
減
少
が

TW
日
数
の
減
少
に
与
え
た
影
響

（
操
作
変
数
：
職
場
の

9-
12
月
の
陽
性
者
数
、

1s
ts

ta
ge
）

１
段
階
目
の
被
説
明
変
数

TW
実
施
日
数

２
段
階
目
の
被
説
明
変
数

時
間
外
労
働

業
務
効
率

生
活
の
満
足
度

通
勤
時
間

日
々
の
徒
歩

日
々
の
運
動

（
ア
ウ
ト
カ
ム
変
数
）

（
主
体
的
な
運
動
を
除
く
）

10
万
人
あ
た
り
新
規
陽
性
者
数
（
職
場
）

0.
00

46
**

*
0.

00
43

**
*

0.
00

42
**

*
0.

00
43

**
*

0.
00

42
**

*
0.

00
44

**
*

(0
.0

01
3)

(0
.0

01
2)

(0
.0

01
2)

(0
.0

01
1)

(0
.0

01
2)

(0
.0

01
3)

観
測
値
数

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

被
説
明
変
数
の
平
均

0.
67

03
0.

67
03

0.
67

03
0.

67
03

0.
67

03
0.

67
03

注
：
こ
こ
で
は
、

20
21
年

12
月
の

TW
実
施
日
数
が

20
21
年

8
月
の

TW
実
施
日
数
よ
り
多
い
回
答
者
を
サ
ン
プ
ル
か
ら
落
と
し
て
分
析
を
行
っ
て
い

る
。
カ
ッ
コ
内
は
自
宅
・
職
場
ク
ラ
ス
タ
ー
頑
健
標
準
誤
差
を
意
味
す
る
。
外
生
変
数
は
、

20
21
年

8
月
ア
ウ
ト
カ
ム
変
数
・

10
万
人
あ
た
り
コ
ロ
ナ
新
規

陽
性
者
数
（
職
場
）・

TW
実
施
日
数
、

20
19
年

11
月

TW
実
施
日
数
、
年
齢
、
女
性
ダ
ミ
ー
、

D
2D
通
勤
時
間
（
往
復
）、
人
口
（
自
宅
・
職
場
）
で
あ

る
。

∗∗
∗ ：

p
<

0.
01

,∗
∗ ：

p
<

0.
05

,∗
：

p
<

0.
1
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表
9:

20
21
年

8
月
か
ら

12
月
の

TW
日
数
の
減
少
が

20
21
年

12
月
の
労
働
・
健
康
ア
ウ
ト
カ
ム
に
与
え
た
影
響

（
操
作
変
数
：
職
場
の

9-
12
月
の
陽
性
者
数
、

2n
d

sta
ge
）

時
間
外
労
働

業
務
効
率

生
活
の
満
足
度

通
勤
時
間

日
々
の
徒
歩

日
々
の
運
動

（
主
体
的
な
運
動
を
除
く
）

O
LS

IV
O

LS
IV

O
LS

IV
O

LS
IV

O
LS

IV
O

LS
IV

TW
実
施
日
数

-0
.0

68
**

*
0.

07
4

0.
02

0*
*

0.
04

6
0.

04
3*

**
0.

10
2

-0
.2

43
**

*
-0

.3
60

**
-0

.1
91

**
*

-0
.3

87
**

*
-0

.0
88

**
*

-0
.0

02
(0

.0
11

)
(0

.0
78

)
(0

.0
09

)
(0

.1
19

)
(0

.0
07

)
(0

.0
66

)
(0

.0
20

)
(0

.1
23

)
(0

.0
20

)
(0

.0
90

)
(0

.0
11

)
(0

.0
85

)

観
測
値
数

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

被
説
明
変
数
の
平
均

3.
04

3.
04

3.
07

3.
07

2.
66

2.
66

2.
82

2.
82

2.
74

2.
74

2.
70

2.
70

C
ra

gg
-D

on
al

d
–

11
.9

–
10

.9
–

10
.5

–
10

.6
–

10
.5

–
11

.2

注
：
こ
こ
で
は
、

20
21
年

12
月
の

TW
実
施
日
数
が

20
21
年

8
月
の

TW
実
施
日
数
よ
り
多
い
回
答
者
を
サ
ン
プ
ル
か
ら
落
と
し
て
分
析
を
行
っ
て
い
る
。
カ
ッ
コ
内
は
自
宅
・

職
場
ク
ラ
ス
タ
ー
頑
健
標
準
誤
差
を
意
味
す
る
。
外
生
変
数
は
、

20
21
年

8
月
ア
ウ
ト
カ
ム
変
数
・

10
万
人
あ
た
り
コ
ロ
ナ
新
規
陽
性
者
数
（
職
場
）・

TW
実
施
日
数
、

20
19
年

11
月

TW
実
施
日
数
、
年
齢
、
女
性
ダ
ミ
ー
、
ド
ア
ツ
ー
ド
ア
通
勤
時
間
（
往
復
）、
人
口
（
自
宅
・
職
場
）
で
あ
る
。

C
ra

gg
-D

on
al

d
は

1s
ts

ta
ge
の

F
検
定
の

sta
t、

W
u-

H
au

sm
an

,
sta

t.
お
よ
び

W
u-

H
au

sm
an

,p
-v

al
ue
は
内
生
性
検
定
の

sta
tと

p-
va

lu
e
を
意
味
す
る
。

∗∗
∗ ：

p
<

0.
01

,∗
∗ ：

p
<

0.
05

,∗
：

p
<

0.
1
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表 10: 2019年 11月から 2021年 8月・12月のコロナ新規陽性者数の増加がTW日数の増加に与えた影響
（操作変数：職場の 5-8月・9-12月の陽性者数、1st stage）

　 内生変数

TW実施日数 (2021年 8月) TW実施日数 (2021年 12月)

10万人あたり新規陽性者数（職場） 0.0004*** 0.001*
(8.01e-5) (0.0006)

観測値数 349 349
被説明変数の平均 1.33 0.670

注：ここでは、2021年 12月の TW実施日数が 2021年 8月の TW実施日数より多い回答者をサンプ
ルから落として分析を行っている。2019年 11月から 2021年 8月までの分析では、2019年 11月・
2021年 8月ともに TW実施日数が０であり、かつ 2021年 12月の TW実施日数が正の値をとるサン
プルを落としている。カッコ内は自宅・職場クラスター頑健標準誤差を意味する。外生変数は、2019
年 11月 TW実施日数、年齢、女性ダミー、人口（自宅・職場）である。∗∗∗：p < 0.01, ∗∗：p < 0.05,
∗：p < 0.1
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表
11

:2
01

9
年

11
月
か
ら

20
21
年

8
月
の

TW
日
数
の
増
加
が
調
査
時
点
の

TW
で
行
っ
た
業
務
に
与
え
た
影
響

（
操
作
変
数
：
職
場
の

5-
8
月
の
陽
性
者
数
、

2n
d

sta
ge
）

文
書
作
成

情
報
収
集

デ
ー
タ
処
理

経
理
・
会
計
業
務

企
画
・
開
発

設
計

O
LS

IV
O

LS
IV

O
LS

IV
O

LS
IV

O
LS

IV
O

LS
IV

TW
実
施
日
数
（

21
年

8
月
）

0.
15

0*
**

0.
03

2
0.

17
2*

**
0.

15
7

0.
15

4*
**

0.
21

1
0.

03
1*

**
0.

24
2*

**
0.

06
3*

*
0.

11
5

0.
02

1*
-0

.0
66

(0
.0

29
)

(0
.1

28
)

(0
.0

23
)

(0
.1

12
)

(0
.0

19
)

(0
.1

27
)

(0
.0

08
)

(0
.0

67
)

(0
.0

27
)

(0
.0

72
)

(0
.0

11
)

(0
.0

43
)

観
測
値
数

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

被
説
明
変
数
の
平
均

0.
63

3
0.

63
3

0.
48

7
0.

48
7

0.
41

0
0.

41
0

0.
08

3
0.

08
3

0.
20

1
0.

20
1

0.
04

6
0.

04
6

C
ra

gg
-D

on
al

d
–

9.
71

–
9.

71
–

9.
71

–
9.

71
–

9.
71

–
9.

71

オ
ン
ラ
イ
ン
会
議

社
内
で
の
連
絡
調
整

取
引
先
と
の
連
絡
調
整

社
内
の
研
修
・
指
導

社
外
の
研
修
・
指
導

O
LS

IV
O

LS
IV

O
LS

IV
O

LS
IV

O
LS

IV

TW
実
施
日
数
（

21
年

8
月
）

0.
18

2*
**

0.
13

7
0.

17
4*

**
0.

25
4*

*
0.

18
6*

**
0.

17
9*

0.
06

6*
*

-0
.0

81
0.

03
6*

**
-0

.0
02

(0
.0

21
)

(0
.1

29
)

(0
.0

33
)

(0
.0

96
)

(0
.0

24
)

(0
.0

99
)

(0
.0

25
)

(0
.0

69
)

(0
.0

06
)

(0
.0

26
)

観
測
値
数

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

被
説
明
変
数
の
平
均

0.
46

7
0.

46
7

0.
50

4
0.

50
4

0.
38

1
0.

38
1

0.
13

8
0.

13
8

0.
08

6
0.

08
6

C
ra

gg
-D

on
al

d
–

9.
71

–
9.

71
–

9.
71

–
9.

71
–

9.
71

注
：
こ
こ
で
は
、

20
21
年

12
月
の

TW
実
施
日
数
が

20
21
年

8
月
の

TW
実
施
日
数
よ
り
多
い
回
答
者
を
サ
ン
プ
ル
か
ら
落
と
し
て
分
析
を
行
っ
て
い
る
。
カ
ッ
コ
内
は
自
宅
・
職

場
ク
ラ
ス
タ
ー
頑
健
標
準
誤
差
を
意
味
す
る
。
外
生
変
数
は
、
年
齢
、
女
性
ダ
ミ
ー
、

D
2D
通
勤
時
間
（
往
復
）、
人
口
（
自
宅
・
職
場
）
で
あ
る
。

C
ra

gg
-D

on
al

d
は

1s
ts

ta
ge
の

F
統
計
量
の
値
を
意
味
す
る
。

∗∗
∗ ：

p
<

0.
01

,∗
∗ ：

p
<

0.
05

,∗
：

p
<

0.
1
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表
12

:2
01

9
年

11
月
か
ら

20
21
年

12
月
の

TW
日
数
の
増
加
が
調
査
時
点
の

TW
で
行
っ
た
業
務
に
与
え
た
影
響

（
操
作
変
数
：
職
場
の

9-
12
月
の
陽
性
者
数
、

2n
d

sta
ge
）

文
書
作
成

情
報
収
集

デ
ー
タ
処
理

経
理
・
会
計
業
務

企
画
・
開
発

設
計

O
LS

IV
O

LS
IV

O
LS

IV
O

LS
IV

O
LS

IV
O

LS
IV

TW
実
施
日
数
（

21
年

12
月
）

0.
11

6*
**

0.
02

0
0.

14
9*

**
0.

22
3

0.
16

6*
**

0.
41

8*
*

0.
03

3*
*

0.
33

3
0.

05
0*

**
0.

18
9

-0
.0

07
-0

.0
34

(0
.0

20
)

(0
.1

89
)

(0
.0

18
)

(0
.2

06
)

(0
.0

23
)

(0
.1

38
)

(0
.0

13
)

(0
.1

92
)

(0
.0

16
)

(0
.1

76
)

(0
.0

16
)

(0
.0

60
)

観
測
値
数

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

被
説
明
変
数
の
平
均

0.
63

3
0.

63
3

0.
48

7
0.

48
7

0.
41

0
0.

41
0

0.
08

3
0.

08
3

0.
20

1
0.

20
1

0.
04

6
0.

04
6

C
ra

gg
-D

on
al

d
–

5.
57

–
5.

57
–

5.
57

–
5.

57
–

5.
57

–
1.

07

オ
ン
ラ
イ
ン
会
議

社
内
で
の
連
絡
調
整

取
引
先
と
の
連
絡
調
整

社
内
の
研
修
・
指
導

社
外
の
研
修
・
指
導

O
LS

IV
O

LS
IV

O
LS

IV
O

LS
IV

O
LS

IV

TW
実
施
日
数
（

21
年

12
月
）

0.
14

8*
**

0.
29

9
0.

15
0*

**
0.

37
1

0.
15

6*
**

0.
27

4
0.

09
1*

**
-0

.1
53

0.
03

8*
**

-2
.7

4e
-5

(0
.0

18
)

(0
.1

89
)

(0
.0

16
)

(0
.2

23
)

(0
.0

19
)

(0
.1

88
)

(0
.0

25
)

(0
.1

60
)

(0
.0

07
)

(0
.0

30
)

観
測
値
数

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

被
説
明
変
数
の
平
均

0.
46

7
0.

46
7

0.
50

4
0.

50
4

0.
38

1
0.

38
1

0.
13

8
0.

13
8

0.
08

6
0.

08
6

C
ra

gg
-D

on
al

d
–

5.
57

–
5.

57
–

5.
57

–
5.

57
–

5.
57

注
：
こ
こ
で
は
、

20
21
年

12
月
の

TW
実
施
日
数
が

20
21
年

8
月
の

TW
実
施
日
数
よ
り
多
い
回
答
者
を
サ
ン
プ
ル
か
ら
落
と
し
て
分
析
を
行
っ
て
い
る
。
カ
ッ
コ
内
は
自
宅
・
職

場
ク
ラ
ス
タ
ー
頑
健
標
準
誤
差
を
意
味
す
る
。
外
生
変
数
は
、
年
齢
、
女
性
ダ
ミ
ー
、

D
2D
通
勤
時
間
（
往
復
）、
人
口
（
自
宅
・
職
場
）
で
あ
る
。

C
ra

gg
-D

on
al

d
は

1s
ts

ta
ge
の

F
統
計
量
の
値
を
意
味
す
る
。

∗∗
∗ ：

p
<

0.
01

,∗
∗ ：

p
<

0.
05

,∗
：

p
<

0.
1

43



表
13

:
20

19
年

11
月
か
ら

20
21
年

8
月
の

TW
日
数
の
増
加
が
調
査
時
点
の

TW
の
実
施
に
よ
っ
て
通
勤
が
な
く
浮
い
た
時
間
で
や
っ
た
こ
と
に
与
え
た
影

響
（
操
作
変
数
：
職
場
の

5-
8
月
の
陽
性
者
数
、

2n
d

sta
ge
）

趣
味
・
娯
楽

睡
眠

ス
キ
ル
ア
ッ
プ

家
事

O
LS

IV
O

LS
IV

O
LS

IV
O

LS
IV

TW
実
施
日
数
（

21
年

8
月
）

0.
09

7*
**

0.
24

3*
**

0.
12

1*
**

0.
17

9*
**

0.
05

3*
**

0.
02

3
0.

08
9*

**
0.

06
9

(0
.0

11
)

(0
.0

57
)

(0
.0

16
)

(0
.0

48
)

(0
.0

11
)

(0
.0

44
)

(0
.0

26
)

(0
.0

42
)

観
測
値
数

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

被
説
明
変
数
の
平
均

0.
20

1
0.

20
1

0.
30

4
0.

30
4

0.
07

4
0.

07
4

0.
32

7
0.

32
7

C
ra

gg
-D

on
al

d
–

9.
71

–
9.

71
–

9.
71

–
9.

71

家
族
と
の
時
間

買
い
物

仕
事
（
追
加
的
な
業
務
）

育
児

O
LS

IV
O

LS
IV

O
LS

IV
O

LS
IV

TW
実
施
日
数
（

21
年

8
月
）

0.
06

3*
*

0.
04

3
0.

05
5*

**
-0

.0
50

0.
05

3*
**

0.
02

2
0.

01
6*

*
0.

06
2*

(0
.0

23
)

(0
.0

98
)

(0
.0

08
)

(0
.0

51
)

(0
.0

12
)

(0
.0

53
)

(0
.0

07
)

(0
.0

29
)

観
測
値
数

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

被
説
明
変
数
の
平
均

0.
24

6
0.

24
6

0.
09

7
0.

09
7

0.
10

6
0.

10
6

0.
08

3
0.

08
3

C
ra

gg
-D

on
al

d
–

9.
71

–
9.

71
–

9.
71

–
9.

71

注
：
こ
こ
で
は
、

20
21
年

12
月
の

TW
実
施
日
数
が

20
21
年

8
月
の

TW
実
施
日
数
よ
り
多
い
回
答
者
を
サ
ン
プ
ル
か
ら
落
と
し
て
分
析

を
行
っ
て
い
る
。
カ
ッ
コ
内
は
自
宅
・
職
場
ク
ラ
ス
タ
ー
頑
健
標
準
誤
差
を
意
味
す
る
。
外
生
変
数
は
、
年
齢
、
女
性
ダ
ミ
ー
、

D
2D
通
勤

時
間
（
往
復
）、
人
口
（
自
宅
・
職
場
）
で
あ
る
。

C
ra

gg
-D

on
al

d
は

1s
ts

ta
ge
の

F
統
計
量
の
値
を
意
味
す
る
。

∗∗
∗ ：

p
<

0.
01

,∗
∗ ：

p
<

0.
05

,∗
：

p
<

0.
1

44



表
14

:2
01

9
年

11
月
か
ら

20
21
年

12
月
の

TW
日
数
の
増
加
が
調
査
時
点
の

TW
の
実
施
に
よ
っ
て
通
勤
が
な
く
浮
い
た
時
間
で
や
っ
た
こ
と
に
与
え
た
影

響
（
操
作
変
数
：
職
場
の

9-
12
月
の
陽
性
者
数
、

2n
d

sta
ge
）

趣
味
・
娯
楽

睡
眠

ス
キ
ル
ア
ッ
プ

家
事

O
LS

IV
O

LS
IV

O
LS

IV
O

LS
IV

TW
実
施
日
数
（

21
年

12
月
）

0.
05

8*
**

0.
29

3*
0.

12
2*

**
0.

27
7*

*
0.

04
5*

**
0.

02
3

0.
08

0*
*

0.
08

0
(0

.0
13

)
(0

.1
45

)
(0

.0
16

)
(0

.1
24

)
(0

.0
10

)
(0

.0
69

)
(0

.0
28

)
(0

.0
61

)

観
測
値
数

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

被
説
明
変
数
の
平
均

0.
20

1
0.

20
1

0.
30

4
0.

30
4

0.
07

4
0.

07
4

0.
32

7
0.

32
7

C
ra

gg
-D

on
al

d
–

5.
57

–
5.

57
–

5.
57

–
5.

57

家
族
と
の
時
間

買
い
物

仕
事
（
追
加
的
な
業
務
）

育
児

O
LS

IV
O

LS
IV

O
LS

IV
O

LS
IV

TW
実
施
日
数
（

21
年

12
月
）

0.
03

2*
0.

01
8

0.
05

6*
**

-0
.0

52
0.

05
9*

**
0.

15
0

0.
00

6
0.

07
8

(0
.0

17
)

(0
.1

79
)

(0
.0

14
)

(0
.0

89
)

(0
.0

12
)

(0
.0

98
)

(0
.0

13
)

(0
.0

70
)

観
測
値
数

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

被
説
明
変
数
の
平
均

0.
24

6
0.

24
6

0.
09

7
0.

09
7

0.
10

6
0.

10
6

0.
08

3
0.

08
3

C
ra

gg
-D

on
al

d
–

5.
57

–
5.

57
–

5.
57

–
5.

57

注
：
こ
こ
で
は
、

20
21
年

12
月
の

TW
実
施
日
数
が

20
21
年

8
月
の

TW
実
施
日
数
よ
り
多
い
回
答
者
を
サ
ン
プ
ル
か
ら
落
と
し
て
分

析
を
行
っ
て
い
る
。
カ
ッ
コ
内
は
自
宅
・
職
場
ク
ラ
ス
タ
ー
頑
健
標
準
誤
差
を
意
味
す
る
。
外
生
変
数
は
、
年
齢
、
女
性
ダ
ミ
ー
、

D
2D

通
勤
時
間
（
往
復
）、
人
口
（
自
宅
・
職
場
）
で
あ
る
。

C
ra

gg
-D

on
al

d
は

1s
ts

ta
ge
の

F
統
計
量
の
値
を
意
味
す
る
。

∗∗
∗ ：

p
<

0.
01

,
∗∗
：

p
<

0.
05

,∗
：

p
<

0.
1
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表
15

:2
01

9
年

11
月
か
ら

20
21
年

8
月
・

12
月
の
コ
ロ
ナ
新
規
陽
性
者
数
の
増
加
が
、

TW
が
削
減
し
た

D
2D
通
勤
時
間
に
与
え
た
影
響

（
操
作
変
数
：
職
場
の

5-
8
月
・

9-
12
月
の
陽
性
者
数
、

1s
ts

ta
ge
）

　
内
生
変
数

TW
が
削
減
し
た

D
2D
通
勤
時
間

(2
02

1
年

8
月

)
TW
が
削
減
し
た

D
2D
通
勤
時
間

(2
02

1
年

12
月

)

10
万
人
あ
た
り
新
規
陽
性
者
数
（
職
場
）

0.
04

5*
**

0.
15

7*
(0

.0
08

)
(0

.0
74

)

観
測
値
数

34
9

34
9

被
説
明
変
数
の
平
均

10
6.

8
53

.6

注
：
こ
こ
で
は
、

20
21
年

12
月
の

TW
実
施
日
数
が

20
21
年

8
月
の

TW
実
施
日
数
よ
り
多
い
回
答
者
を
サ
ン
プ
ル
か
ら
落
と
し
て
分
析
を
行
っ
て
い
る
。

カ
ッ
コ
内
は
自
宅
・
職
場
ク
ラ
ス
タ
ー
頑
健
標
準
誤
差
を
意
味
す
る
。
外
生
変
数
は
、

20
19
年

11
月

TW
実
施
日
数
、
年
齢
、
女
性
ダ
ミ
ー
、
人
口
（
自

宅
・
職
場
）
で
あ
る
。

∗∗
∗ ：

p
<

0.
01

,∗
∗ ：

p
<

0.
05

,∗
：

p
<

0.
1

46



表
16

:2
01

9
年

11
月
か
ら

20
21
年

8
月
の

TW
が
削
減
し
た

D
2D
通
勤
時
間
が
調
査
時
点
の

TW
の
実
施
に
よ
っ
て
通
勤
が
な
く
浮
い
た
時
間
で
や
っ
た
こ

と
に
与
え
た
影
響
（
操
作
変
数
：
職
場
の

5-
8
月
の
陽
性
者
数
、

2n
d

sta
ge
）

趣
味
・
娯
楽

睡
眠

ス
キ
ル
ア
ッ
プ

家
事

O
LS

IV
O

LS
IV

O
LS

IV
O

LS
IV

TW
が
削
減
し
た

D
2D
通
勤
時
間
（

21
年

8
月
）

0.
00

05
**

*
0.

00
2*

**
0.

00
1*

**
0.

00
2*

**
0.

00
02

0.
00

03
0.

00
07

**
*

0.
00

09
**

*
(0

.0
00

1)
(0

.0
00

5)
(0

.0
00

1)
(0

.0
00

4)
(0

.0
00

1)
(0

.0
00

3)
(0

.0
00

2)
(0

.0
00

3)

観
測
値
数

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

被
説
明
変
数
の
平
均

0.
20

1
0.

20
1

0.
30

4
0.

30
4

0.
07

4
0.

07
4

0.
32

7
0.

32
7

C
ra

gg
-D

on
al

d
–

10
.7

–
10

.7
–

10
.7

–
10

.7

家
族
と
の
時
間

買
い
物

仕
事
（
追
加
的
な
業
務
）

育
児

O
LS

IV
O

LS
IV

O
LS

IV
O

LS
IV

TW
が
削
減
し
た

D
2D
通
勤
時
間
（

21
年

8
月
）

0.
00

05
**

0.
00

06
0.

00
06

**
*

-5
.7

1e
-5

0.
00

04
**

0.
00

03
0.

00
01

**
0.

00
05

*
(0

.0
00

2)
(0

.0
00

7)
(5

.5
e-

5)
(0

.0
00

3)
(0

.0
00

1)
(0

.0
00

4)
(5

.0
1e

-5
)

(0
.0

00
3)

観
測
値
数

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

被
説
明
変
数
の
平
均

0.
24

6
0.

24
6

0.
09

7
0.

09
7

0.
10

6
0.

10
6

0.
08

3
0.

08
3

C
ra

gg
-D

on
al

d
–

10
.7

–
10

.7
–

10
.7

–
10

.7

注
：
こ
こ
で
は
、

20
21
年

12
月
の

TW
実
施
日
数
が

20
21
年

8
月
の

TW
実
施
日
数
よ
り
多
い
回
答
者
を
サ
ン
プ
ル
か
ら
落
と
し
て
分
析
を
行
っ
て
い
る
。
カ
ッ

コ
内
は
自
宅
・
職
場
ク
ラ
ス
タ
ー
頑
健
標
準
誤
差
を
意
味
す
る
。
外
生
変
数
は
、
年
齢
、
女
性
ダ
ミ
ー
、

D
2D
通
勤
時
間
（
往
復
）
、
人
口
（
自
宅
・
職
場
）
で
あ
る
。

C
ra

gg
-D

on
al

d
は

1s
ts

ta
ge
の

F
統
計
量
の
値
を
意
味
す
る
。

∗∗
∗ ：

p
<

0.
01

,∗
∗ ：

p
<

0.
05

,∗
：

p
<

0.
1
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表
17

:2
01

9
年

11
月
か
ら

20
21
年

12
月
の

TW
が
削
減
し
た

D
2D
通
勤
時
間
が
調
査
時
点
の

TW
の
実
施
に
よ
っ
て
通
勤
が
な
く
浮
い
た
時
間
で
や
っ
た
こ

と
に
与
え
た
影
響
（
操
作
変
数
：
職
場
の

9-
12
月
の
陽
性
者
数
、

2n
d

sta
ge
）

趣
味
・
娯
楽

睡
眠

ス
キ
ル
ア
ッ
プ

家
事

O
LS

IV
O

LS
IV

O
LS

IV
O

LS
IV

TW
が
削
減
し
た

D
2D
通
勤
時
間
（

21
年

12
月
）

0.
00

03
**

0.
00

3*
0.

00
1*

**
0.

00
3*

*
0.

00
02

*
0.

00
03

0.
00

07
**

0.
00

1*
(0

.0
00

1)
(0

.0
01

)
(0

.0
00

2)
(0

.0
01

)
(7

.3
1e

-5
)

(0
.0

00
5)

(0
.0

00
2)

(0
.0

00
7)

観
測
値
数

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

被
説
明
変
数
の
平
均

0.
20

1
0.

20
1

0.
30

4
0.

30
4

0.
07

4
0.

07
4

0.
32

7
0.

32
7

C
ra

gg
-D

on
al

d
–

7.
53

–
7.

53
–

7.
53

–
7.

53

家
族
と
の
時
間

買
い
物

仕
事
（
追
加
的
な
業
務
）

育
児

O
LS

IV
O

LS
IV

O
LS

IV
O

LS
IV

TW
が
削
減
し
た

D
2D
通
勤
時
間
（

21
年

12
月
）

0.
00

04
**

0.
00

06
0.

00
05

**
*

0.
00

01
0.

00
07

**
*

0.
00

1*
*

5.
66

e-
5

0.
00

07
(0

.0
00

1)
(0

.0
01

)
(9

.3
8e

-5
)

(0
.0

00
5)

(0
.0

00
1)

(0
.0

00
5)

(6
.3

5e
-5

)
(0

.0
00

7)

観
測
値
数

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

34
9

被
説
明
変
数
の
平
均

0.
24

6
0.

24
6

0.
09

7
0.

09
7

0.
10

6
0.

10
6

0.
08

3
0.

08
3

C
ra

gg
-D

on
al

d
–

7.
53

–
7.

53
–

7.
53

–
7.

53

注
：
こ
こ
で
は
、

20
21
年

12
月
の

TW
実
施
日
数
が

20
21
年

8
月
の

TW
実
施
日
数
よ
り
多
い
回
答
者
を
サ
ン
プ
ル
か
ら
落
と
し
て
分
析
を
行
っ
て
い
る
。
カ
ッ

コ
内
は
自
宅
・
職
場
ク
ラ
ス
タ
ー
頑
健
標
準
誤
差
を
意
味
す
る
。
外
生
変
数
は
、
年
齢
、
女
性
ダ
ミ
ー
、

D
2D
通
勤
時
間
（
往
復
）、
人
口
（
自
宅
・
職
場
）
で
あ

る
。

C
ra

gg
-D

on
al

d
は

1s
ts

ta
ge
の

F
統
計
量
の
値
を
意
味
す
る
。

∗∗
∗ ：

p
<

0.
01

,∗
∗ ：

p
<

0.
05

,∗
：

p
<

0.
1
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付録表 1 : 10万人あたりコロナ新規陽性者数の比較（2021年 8月と 2020-21年のその他の月の比）

10万人あたりコロナ新規陽性者数

県名 2021年 8月 2021年 8月以外 2021年 8月とその他の月の比

全国 450 40.0 11.3
徳島県 126 14.2 8.9
香川県 206 12.5 16.5
愛媛県 129 11.9 10.9
高知県 200 17.5 11.4
福岡県 500 41.7 12.0
佐賀県 295 18.5 15.9
長崎県 138 14.4 9.6
熊本県 318 22.6 14.0
大分県 297 19.1 15.6
宮崎県 206 16.1 12.8
鹿児島県 260 13.9 18.7
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